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第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

情報の流通を担 う通信メディアとして 郵便,電 話,放 送,新 聞等 がある

が,電 気通信は,こ れ ら情報流通の主要部分を占め,社 会経済活動の発展に

伴い,ま すます重要な役割 りを果たしている。

電気通信の基盤 となる技術は,基 礎か ら応用にわたる広範な技術及びシス

テム化技術である。

電気通信は高度化する社会か らの要請への対応 と電子通信技術の進歩 とあ

いまって高度な発展を遂げ,今 日,我 が国は世界の トップレペルに達してい

る。しかしながら更に利便性を求める国民のニーズは,電 気通信の面でも一

層のサービスの向上 と改善を要請してお り,こ れにこたえるため新 しい技術

やシステムの研究開発が進められている。

まず,電 気通信を支える基礎技術 としては,固 体素子の開発を中心に発展

してきた大規模集積回路の研究開発があ り,コ ンピュータ,通 信機器など情

報処理機器の小型軽量化,高信頼化に大きく貢献することが期待されている。

また従来の半導体素子よりも格段に高速処理ができ低消費電力であるジョセ

ブソン素子の研究が進められ,電 電公社では電流注入形の高性能論理演算素

子の製作実験に成功してお り,さ らに実用化に向けての種 々の研究開発が進

められている。このほか国際電電では,薄 膜磁性体 として新 しくアモルファ

スのガ ドリニウム ・テルビウム ・鉄からなる3元 合金薄膜を用いた光磁気デ

ィスクの研究開発を進めてお り,ま た,音 声,文 字,図 形の情報を処理する

方法の一つ として,パ ターン情報処理の研究が各研究所で進められている。

広範な先端的技術を結集することによって目的が達成される宇宙通信分野

では,国 際動向と連携を保ちながら今後のニーズの多様化 と増大に対処する
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ため,そ れぞれの目的に応じた各種の衛星に関する研究開発が進められてい

る。

一方電波利用の増大に伴って
,使 用可能な周波数帯のひっ迫が懸念される

ことから,ミ リ波帯以上光領域を含めた未利用周波数帯の実用化の研究や,

現在既に使用されている周波数帯における電波の利用効率を高めるための新

しい通信方式,同 一周波数帯の共用化技術,及 び利用周波数帯の高域移行化

技術の研究開発が進められている。

放送分野では多重化の研究が進め られてお り,テ レビジョソ放送では音声

のステ レオ化,2か 国語放送等のほか,文 字放送,静 止画放送,フ ァクシミ

リ放送,FM放 送では現行の2チ ャンネル方式の4チ ャンネル化等の研究開

発がある。さらに災害時における緊急情報を迅速,正 確に住民に周知する手

段として,ラ ジオ ・テレビ放送を利用した緊急放送システムの研究開発が進

め られている。

次に有線電気通信分野では,光 ファイバケーブル伝送方式の実用化時代を

迎え,昭 和56年 度には都市内の電話局問を結ぶ32Mb/sの 伝送方式が実用化

され,さ らに大容量の伝送方式の実用化研究が進められている。また将来の

国際通信用幹線伝送路として,最 大方式長1万km,伝 送速度300Mb/sを 目

標とした長距離光海底ケープル方式の研究開発が進められてい る。 この ほ

か,将 来の情報化社会に適合する通信システムの実現を目指した高度情報通

信システム(INS)の 検討が進められてお り,こ の中で中核 となるデ ィジタ

ル交換網の実用化研究が進められている。

本章では,こ のような電気通信に関する技術及びシステムの研究開発につ

いて,我 が国の関係研究機関等において進め られている主なものを以下に述

べることとする。

これ らの研究開発を行っている我が国の代表的な機関としては,次 のもの

がある。

郵政省の附属機関 として電波研究所があ り,そ の規模 と して は,研 究者

258名(56年 度末現在。以下同じ。),56年 度予算は歳出約46億8千 万円 で あ
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る。

電電公社には研究開発本部のほか,武 蔵野,横 須賀,茨 城の各研究所があ

り,研 究者総数2,833名,56年 度予算は約777億 円となっている。NHKに は

総合技術研究所及び放送科学基礎研究所があ り,両 所合わせて研究者352名,

56年度予算は45億9千 万円である。国際電電研究所は研究者182名,56年 度

研究費約62億 円である。

また,研 究機関には属さないが,郵 政大臣の諮問機関として電波技術審議

会があ り,24名 の委員及び190名 の専門委員によって電波の規律に必要な技

術に関する事項について調査審議が行われている。

第2節 基 礎 技 術

1大 規模集積回路

大規模集積回路は,コ ンピュータ,通 信機器など電気通信技術全般にわた

る各種装置の小型軽量化,経 済化,高 信頼化に大 きく貢献することが期待さ

れ,そ の高集積化のための研究開発が進められている。現在,64kbのLSI

メモ リの情報処理装置への導入が推進されてお り,さ らに,電 電公社におい

ては,256kbのLSIメ モ リの試作が行われ,量 産化技術についての検討が

進められている。 また,20Kゲ イ ト規模の プロセッサ等VLSIの 開発が進

められるとともに,デ ィジタル通信用諸装置への適用を目的とした通信制御

用LSI,フ ァイル制御用の論理LSI等 の導入が進め られている。

加工技術 としては,電 電公社において最小パターン幅0.5μmの 微細化プ

ロセスに適した電子 ビーム露光技術及び素子 ・回路設計製作法等の研究が進

められ,超LSIプ βセス技術の確立を図っている。

2ジ ョセ フ ソ ソ素 子

ジ ョセブソン素子は,超 伝導体の間を酸化物等で接合させた構造を有し,
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極低温状態で接合部を流れる電流を増減させることにより零電圧状態(0)

と電圧状態(1)の 間を高速で遷移する機能を有する。この素子は,従 来の

半導体素子よりも格段に高速かつ低消費電力という高性能が期待され,コ ソ

ピュータ等の高速処理化に大きく貢献することが予測され,素 子製作技術,

高密度化技術等の研究が進められている。

電電公社においては,電 流注入形の高性能論理演算素子の製作実験に成功

してお り,さ らに,従 来のジョセフソンメモ リの読出し時に記憶情報が破壊

されるという欠点を解決した非破壊性ジ ョセフソンメモリ素子を世界にさき

がけて動作確認し,製 作技術,回 路設計及び実装技術の研究開発を進めてい

る。

3薄 膜磁性体

進展する通信需要に対応し,こ れまで通信システムの高度化が図られてき

たが,今 後,さ らにデータ ・画像通信等も含め,蓄 積交換や異機種端末間通

信のための方式変換等の機能が必要とな り,こ れを実現するために高密度大

容量メモリの必要性はますます高まると考えられる。

薄膜磁性体は,不 揮発性メモリを実現できるという磁性体特有の性能のほ

か,集 積化や大面積化などの点で製造性に優れてお り,ま た高密度記録及び

高速動作が可能なことから,早 くからメモリ用材料としての研究が行われて

きた。なかでも,光 で記録再生する光磁気メモリは将来の高密度大容量 メモ

リとして期待されているが,そ の実現には大面積で均一な記録媒体の開発や

微小ビットを正確に記録再生する技術の開発,さ らに,小 形化するため光源

として半導体 レーザが利用できること等が重要な課題 となっていた。

国際電電では,こ のような課題に応えることのできる薄膜磁性体 として新

しくアモルファスのガ ドリニウム ・テルビウム ・鉄からなる3元 合金薄膜を

用いた光磁気ディスクの開発を進めている。

56年度は記録媒体の品質向上 と光学ヘッドの改 良 を行 い,記 録 ビット1

μm,ト ラック間26μmで ・1cm2当 た り約20Mbの 記録密度を得た。この
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記 録密度は55年 度 よ り4倍 向上 してお り,現 用磁気 ディスクの約50倍 に相当

す る。 また,光 磁気 ディ スクの性能 としては,2Mb/sの 記 録再生速度にお

い て,C/N値 として40dB,ビ ッ ト誤 り率 として10}5を 得 てい る。

4パ ター ソ情報処理

コンピゴ ータの入出力や交換機への信号送出は,タ イプライタや電話機の

ダイヤル等によ り行われているが,こ れを人間の自然なコミュニケーション

手段である音声や文字を用いて可能 とするためのパターン情報処理 の研究が

進められている。パターソ情報処理には"機 械が人間の話す言葉 を 理 解 す

る"音 声認識,"機 械が合成音で話をする"音 声合成及び"手 書きや 印刷の

文字を認識する"文 字認識等がある。

電電公社においては,音 声認識の方法として,入 力された音声の周波数ス

ペ クトルパターンを標準パターソと比較分析し,単 語を識別する方式が研究

されている。研究は特定の話 し手の特徴を計算機に記憶させて認識する方式

か ら不特定の話し手の言葉を理解する不特定話者認識法,さ らに,単 語の認

識か ら連続的に発声される文章の認識へと方向を進展している。

音声合成については,従 来のパーコール方式よりも更に少ない情報から音

を合成するLSP方 式を採用し,音 声の最小単位である母音や子音等の音韻

を結合して,人 間のように言葉を話す装置の開発が進められてお り,合 声音

にアクセント.イ ン トネーションを付与した り,自 然な肉声 らしい合成音を

実現するための研究を行っている。

文字認識については,活 字及び手書きの数字,英 字,カ ナ文字認識法が開

発され,現 在は,活 字漢字,手 書漢字の認識技術及びファクシミリ入力の文

字認識技術が急速に進歩しつつある。文字の識別方法 としては,文 字線 と背

景の白地の両方から文字の特徴を抽出して識別す る位相構造化法 が 開 発 さ

れ,印 字及び手書きの英字,数 字,カ ナ文字を対象とした高性能で経済的な

文字読取方法として,デ ータ通信用端末装置に適用されている。また,位 相

構造化法の特徴抽出能力の強化を図 り,低 品質の印刷文字読取 りに適した位
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相 特徴分布法が開発 され,装 置開発 が進 め られてい る。

第3節 宇宙通信 システ ム

1宇 宙通信の現状

(1)国 際 動 向

ア.イ ンテルサ ッ ト

イ ソテルサ ッ ト(国 際電気通信衛星機構)は,106か 国 が加盟(1982年3

月現在)し てお り,1965年 に業務を開始 して以来,現 在 もその扱 う トラヒ ッ

ク量 は着実に増加 している。現在の システムは6/4GHz帯 を使用す るIV号 系

衛星(電 話4,000チ ャ ソネル及びテ レビジ ョン2チ ャンネル)及 びIV号A系

衛星(電 話6,000チ ャソネル及びテ レビジ ョソ2チ ャンネル),そ して新たに

14/11GHz帯 も使用す るV号 系衛星(電 話12,000チ ャ ンネル及び テ レビジヨ

ン2チ ャンネル)に よ り構成 されている。V号 系衛星は現在最 も大規模な通

信衛星 で,そ の改良型 であるV号A系 衛星(電 話14,000チ ャンネル及びテ レ

ビジョン2チ ャンネル)6機 を含めた15機 が1985年 ま でに打 ち上げ られる予

定である。今後,大 西洋において大 幅に増大す る トラヒックに対 処 す る た

め,1986年 に は,VI号 系 衛星(電 話30,000チ ャ ソネル及び テ レビジ ョン4チ

ャンネル)が 打ち上 げ られ る予定 とな っている。VI号 系衛星 は,6/4GHz帯

及 び14/11GHz帯 を使用 し,6/4GHz帯 で は6重 の周波数再利用 を行 うほか

新たにSS/TDMA(衛 星 内切 り換えを 伴 う時分割多元接続)方 式 を導入す

る予定である。

イ.イ ソマルサ ッ ト

1976年,米 国は,三 大洋上 にマ リサ ッ ト衛星を打 ち上げ,以 来各大洋上を

航行す る船 舶 と陸 との間において電話,テ レックス等 の通信サ ービスを提供

して きたが,こ のサ ー ビスは1982年2月1日 をもって,イ ソマルサ ヅ ト(国

際海事衛星機構)に 引 き継がれ た。 トラピ ック量 は大西洋におい て 最 も 多
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く,容 量 の小 さなマ リサ ッ ト衛星は飽和状態にあ る。 そ こで間 もな く大 西洋

海域 においてはESA(欧 州宇宙機関)の 提供す るマ レックス衛星に替 え ら

れ る予定であ り,そ の後,他 のマ リサ ッ ト衛星 もマ レックス衛星 又はイ ソテ

ルサ ッ トV号 系衛星に搭載 されたMCS(海 事 通信 サ ブシステム)に 替 え ら

れ る予定 とな ってい る。また,増 大す る トラピ ックに対処す るため,1988年

ごろには第二世代 のイ ソマルサ ッ ト衛星が必要 とな るので,現 在,衛 星 シス

テムの検討が進め られてい る。

ウ.米 国

米 国では,1974年 以来,6/4GHz帯 を 使用 し電話や テ レビジ ョン伝送等を

行 うため のウェス ター衛星,サ トコム衛星,コ ムスター衛星,そ して14/12

GHz帯 を 使用 しユーザ ーが直接,衛 星に アクセス して 高速デ ィジタル通信

を行 うた めのSBS衛 星 の各 シ リーズが打ち上 げ られ て きた。 また,1983～

84年 ごろにはGス ター衛星,ギ ャラクシー衛星,ス ペ ース ネ ッ ト衛星,ア ド

バ ンス トウ 占スター衛星等が打ち上 げ られ,従 来 の電話や テ レビジ ョンに加

えてSBSと 同様 のサ ービス も提供 され る予定 であ る。

衛星放送 に関 しては,1974年 に 打ち上げ られた応用技術衛星ATS-6に

よ り2.6GHz帯 及 び800MHz帯 を 使用 し世界で初め ての衛星放送実験 が行

われた。 現在 は,12GHz帯 を使用す る直接衛星放送 の計画が進め られてい

る。

エ.ソ 連

ソ連では,1/0.8GHz帯,4.1/3.4GHz帯 又 は6/4GHz帯 を 使用す る周回

軌道 のモル ニア衛星及び6/4GHz帯 を 使用す るラ ドガ衛星,ゴ リゾン ト衛星

に よる通 信サー ビスが行われてお り,700MHz帯 を 使用す るエ クラン衛星に

よ り共同受信 のための放送が行われてい る。

また,ソ 連,東 欧等12か 国(1982年3月 現在)の 加盟す る国際通信 のため

の組織 としてイ ンタースプー トニクがあ るが,こ れ には ソ連 の ゴリゾン ト衛

星が使用 されてお り,電 話や テ レビジ ョン等 の通信サ ー ビスが行 わ れ て い

る。
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オ.カ ナ ダ

カナダは,世 界に先駆 け1972年 に 国内衛星通信 システムの運用 を 開 始 し

た。現在,6/4GHz帯 を 使用す るアニ クA衛 星3機 及び6/4GHz帯 と14/12

GHz帯 を 使用す るアークB衛 星 の計4機 に よ りサ ー ビスが提供 されてい る。

さらに,南 部の通信需要 に応 じるため14/12GHz帯 を使用す るアニクC衛 星

の打上げを計画 してお り,ア ークA,B衛 星 の替 わ りとして,6/4GHz帯 を

使用す るアニクDの 打上げを計画 してい る。,

また,衛 星放送 に関 してカナ ダは米国 と共同 し,1976年 通 信技術衛星CTS

を 打 ち上げ,12GHz帯 で は世界 で初めての衛星放送実験 を行 った。

カ.イ ン ドネシア

イソ ドネシアでは,1976年 か らパ ラパA衛 星2機 を用いた通信衛星 システ

ムを運用 してお り,そ の中継器の一部をフ ィリピソ,マ レーシア,タ イに賃

貸 している。 また1983年 ごろには次世代 のパ ラパB衛 星を打ち上げ る予定 で

ある。

キ,フ ラ ン ス

フランスは,1983年 に テ レコム1衛 星をESAの 開 発 した ア リア ンロケッ

トによ り打ち上げ る計画である。 この衛星によ り14/11GHz帯 を 使用す る国

内又は西 ヨー目ッパ諸国に対す る通信サー ビス,6/4GHz帯 を使用す る海外

領地に対す る通信サ ー ビス及び8/7GHz帯 を 使用す る政府用通 信を行 う。

また,1985年 に は,12GHz帯 に よる個別受信を 目的 とした放送衛星TDF

-1の 打 上げを計画 してい る。

ク.そ の他の国々

イソ ド,ナ ース トラリア,中 国,コ ロソビア,ブ ラジル等の国 々において

も通信衛星を打ち上 げる計画が進 められてい る。そしてインテルサ ッ ト衛星

の中継器 の一部を国内通信用に賃借 し国内通信の改善 に充 てる国 も増加 して

い る。

また,衛 星放送 に関 しては,12GHz帯 を 使用 し個別受信を行 う計画が西

独,イ タ リア等 において,ま た,2.6GHz帯 を 使用 し共同受信を行 う計画が
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イ ン ド及びア ラブサ ッ ト機構 において進め られてい る。

ク,地 域 通 信

ヨー ロッパで は,暫 定 欧州電気 通信衛星機構(暫 定 ユーテルサ ッ ト)が 設

立 され てお り,14/11GHz帯 を使用す る通 信衛 星ECSの 打 上げを計画 して

い る。 また,ア ラブ諸国においてはア ラブ衛星通信機構(ア ラブサ ッ ト機 構)

が 設立 されてお り,6/4GHz帯 を 使用す る通信及び2.6GHz帯 を 使用す る放

送 を行 うア ラブサ ッ ト衛星 の打上げを計画 してい る。

コ.国 際電気通信連合

国際電気通信連合(ITU)は,1963年 以 来,宇 宙通 信に関連す る規定の整

第2-7-1図 主要な通信,放 送衛星の静止軌道上配置(計 画中の衛

星を含む)
90。W

1

。賊 翫 、

瀕緊
1
900E
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備を行ってきている。1979年に開催された世界無線通信主管庁会議(WARC

-79)に おいては,宇 宙通信に関する技術基準,周 波数分配表等が従来のも

のから大幅に改正された。また,放 送衛星の軌道位置及び周波数の割当て計

画は,ア ジア,ア フリカ及びヨー冒ヅパ地域に関して1977年 の世界無線通信

主管庁会議(WARC-BS)に おいて作成されてお り,残 る南北アメリカ地

域に関しては1983年 に開催予定の地域無線通信主管庁会議(RARC-83)に

おいて作成されることとなっている。

(2)国 内 動 向

ア.宇 宙開発体制

我が国の宇宙開発は,宇 宙開発委員会が行 う総合的な企画調整に基づき,

郵政省,科 学技術庁等関係各省庁が推進してお り,宇 宙開発事業団及び文部

省宇宙科学研究所が国立試験研究機関及び電電公社,NHK等 の関係機関の

協力を得て開発を実施している。

宇宙開発委員会は,我 が国の宇宙開発がこれまでの技術の蓄積の結果,科

学研究及び実利用の両分野にわたって多様かつ本格的な活動を展開し得る基

盤が整ってきたことから,53年3月,今 後15年 程度の間に遂行する宇宙開発

の基本的枠組と方向を示した 「宇宙開発政策大綱」を策定した。

現在における具体的な宇宙開発活動は,宇 宙開発委員会が,宇 宙開発に関

する内外の情勢,宇 宙開発政策大綱の趣旨,国 内の研究及び開発の進ち ょく

状況,宇 宙の利用に関する長期的な見通 し等を踏まえて,毎 年度に策定する

「宇宙開発計画」に従って進められている。

イ.科 学分野の開発

宇宙科学研究所は,45年2月 に我が国初の人工衛星 「おおすみ」を打ち上

げて以来,各 種の科学衛星計画を進めている。同研究所では,53年9月 に打

ち上げた第6号 科学衛星(EXOS-Brじ きけん」),54年2月 に打ち上げた

第4号 科学衛星(CORSA-brは くち ょう」)及 び56年2月 に打ち上げた第

7号 科学衛星(ASTRO-Arひ のとり」)の運用を行ってお り,電 子密度,

粒子線,プ ラズマ波,X線 等各種宇宙観測に多大の成果を上げている。
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ウ,実 利用分野の開発

宇宙開発事業団は,実 利用の分野における人工衛星開発,冒 ケット開発及

び打上げを行ってお り,各 種の実用衛星 システムの実現に不可欠な基礎技術

を確立するため,N-1ロ ケットにより50年9月 に技術試験衛星1型(ETS

-1「 きく」)を打ち上げたのをはじめ,電 離層観測衛星(ISS「 うめ」及 び

ISS-b「 うめ2号 」)及 び我が国初の静止衛星 となった技術 試験 衛 星H型

(ETS-H「 きく2号 」)を 打ち上げた。

また,本 格的実用衛星の開発を目指し,52年 から53年にかけて米国航空宇

宙局(NASA)の 協力を得て,静 止気象衛星(GMS「 ひまわ り」),実 験用

中容量静止通信衛星(CS「 さくら」)及び実験用中型放送衛星(BS「 ゆ り」)

をデルタ2914型 ロヶットにより打ち上げ,そ れぞれ所定の静止軌道に投入す

ることに成功した。

これらの衛星は,同 事業団,気 象庁,郵 政省電波研究所,電 電公社及びN

,HKに よりそれぞれ運用されてお り,人 工衛星の開発,打 上げ,利 用に関す

る基礎技術の習得等においてほぼ所期の成果を上げている。

さらに,我 が国の打上げ能力の向上を図るため,N-1ロ ケットを改良大

型化したN-Hロ ケ ットを開発し,こ の初号機により56年2月 に技術試験衛

星IV型(ETS-IV「 きく3号 」)が打ち上げられた。 これに続き,56年8月

には同 じくN-1官 ケット2号 機によ り静止気象衛星2号(GMS-2「 ひま

わ り2号 」)が 打ち上げられた。

エ.今 後のうごき

今後の宇宙開発は,宇 宙開発委員会が57年3月17目 に策定した 「宇宙開発

計画」に基づき推進されるが,科 学研究分野においては,第8号 から第11号

・までの科学衛星の開発を行 うこと,実 利用の分野においては,通 信衛星2号

(CS-2a,2b),放 送衛星2号(BS-2a,2b),海 洋観測衛星1号(MOS

-1) ,技 術試験衛星皿型(ETS一 皿)及 び静止気象衛星3号(GMS-3)

の開発を進めるとともに通信衛星3号(CS-3)の 開発研究を行 うことが決

定されている。
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「おおすみ」の打上げ以来,十 余年を経過 した我が国の宇宙開発は,科 学

研究及び実利用の両分野にわたって着実な進展を遂げ,今 や人工衛星打上げ

のための基礎技術の確立の段階から多様な利用目的に基礎を置いた宇宙開発

を展開する段階に入 りつつある。

特に,通 信 ・放送の分野では,CS-2及 びBS-2が 我が国で初めて民間

機関による実用に供されることとな り,通 信 ・放送衛星機構によりCS-2・

BS-2の 追跡管制施設の 整備が進められているほか,郵 政省においては,

CS-2・BS-2に 続く第二世代の実用通信 ・放送衛星の技術的検討及び利用

方法の検討が進められるなど通信 ・放送衛星の実用化施策が積極的に進めら

れている。

2実 験用通信衛星の運用

実験用中容量静止通信衛星(csrさ くら」)は,社 会経済活動の進展に伴

う国内通信需要の増大と利用形態の多様化に対処するため,実 用通信衛星シ

ステムの導入に必要な技術を開発し,技 術基準の確立を図ること等を目的と

して開発された。

CSは,52年12月 に静止軌道に打ち上げられ,53年5月15目 から,郵 政省

が電電公社及び宇宙開発事業団の協力を得て,各 種の実験を行っている。

主な実験項目は,① 衛星搭載通信機器(ア ソテナを含む)の 特 性 測 定 実

験,② 衛星通信システムとしての伝送実験,③ 準 ミリ波帯電波の伝搬特性の

測定と評価に関する実験,④ 衛星通信システムの運用技術に関する実験,⑤

衛星の運用管制技術に関する実験であ り,こ れまで約4年 間にわた り通信衛

星の実用化のために極めて有効な各種のデータが得られている。これまでに

得られた各実験項 目ごとの実験結果は,以 下のとお りである。

衛星搭載通信機器の諸特性については,衛 星の打上げ以来約半年 ごとに測

定を行ってお り,そ の結果,顕 著な特性の変化は認められず,安 定 した動作

をしていることが確認されている。

衛星通信システムとしての伝送実験については,マ イクロ波帯中継器及び



第2-7-2表 実利用分野の人工衛星

区 分

宇

宙

開

発

実

績

衛 星

技術試験衛星1型

(ETS-1)「き く
」

電離層観測衛星
(ISS)
「うめ」

技術試験衛星皿型

(ETS-H)「きく
2号 」

静止気象衛星
(GMS)
「ひ まわ り」

実験用中容量静止
通信衛星(CS)
「さくら」

電離層観測衛星

(ISS-b)
「うめ2号 」

実験用中型放送衛
星(BS)
「ゆ り」

技術試験衛星IV型
(ETS-IV)
「き く3号 」

ミ ッ シ ョ ン

ロケット打上げ技術の確認,衛 星追跡

管制技術の習得,伸 展アンアナの伸展実
験等

電離層の臨界周波数の世界的分布,電
波雑音源の世界的分布等の観測

静止軌道への投入技術の習得,軌 道姿勢
の測定及び保持技術の習得,衛 星搭
載機器の性能試験等

地球大気開発計画(GARP)へ の参

加協力,気 象衛星に関する技術開発,気
象業務の改善

衛星による通信システムの運用技術の確
立等

電離層観測衛星(ISS)「 うめ」に同
じ

衛星による放送システムの運用技術の
確立等

Nロ ケット豆型の性能確認,宇 宙機器
に関する搭載実験等

重 量

(㎏)

82

139

130

303

340

141

355

638

軌 道

形状頃 ㎞馴 轡

円

円

980

1,100

990

1,010

47

70

静 止 軌 道

(東経130。)

静 止 軌 道(東経
160。)

静 止 軌 道
(東経1350)

円
980

工,220
70

静 止 軌 道(
東経110。)

長楕円
230

36,000
28

打 上 げ

ロ ケ ッ ト

N

N

N

デ ル タ

2914

(米)

ア ル タ

2914

(米)

N

デ ル タ
2914

(米)

N-■

[

器打 上 げ
め

「

時 期

50,9.9胎

51.2.29

52.2.23

52.7.14

52.12.15

53.2.16

53。4.8

56.2.ll



事

業

団

計

画

静止気象衛星2号
(GMS-2)
「ひまわ り2号 」

技術試験衛星皿型
(ETS一 皿)

通 信 衛星2号 一a

(CS-2a)

通信衛星2号 一b
(CS-2b)

放 送 衛星2号 一a

(BS-2a)

静止気象衛星3号(
GMS-3)

放送衛星2号 一b
(BS-2b)

海洋観測衛星1号
(MOS-1)

気象衛星に関する技術開発,気 象業務
の改善

大電力を必要とする人工衛星等に共通
な技術の開発,宇 宙機器に関する搭載
実験等

通信衛星に関する技術開発,通 信需要
に対処

〃

放送衛星に関する技術開発,テ レビジ
ョン放送の難視聴解消等

気象衛星に関する技術開発,気 象業務
の改善

放 送 衛 星2号 一a(BS-2a)に 同 じ

海洋面の色及び温度を中心 とした海洋
現象の観測,地 球観測のための人工衛
星共通技術の確立

295

385

350

350

350

約300

350

750

静 止 軌 道
(東経140。)

円 1,000 45

静 止 軌 道
(東経132。)

静 止 軌 道(東経
136。)

静 止 軌 道
(東経110。)

静 止 軌 道
(東経140。)

静 止 軌 道(東
経110。)

円
900㎞

太陽同期
99

N-H

注
N-1

N-H

N-H

N-1

N-H

N-H

N-H

56.8.11

57年度

57年度

58年 度

58年 度

59年 度

60年度

61年 度

注Nロ ケットを改称

刈

㌣
メ

Ml

θ

1

8
ゆ

1



第2-7-3表 科学研究分野の人工衛星

区 ・分

宇

宙

科

学

実

衛 星

「おおすみ」

試 験 衛 星
(MS-T1)
「たんせい」

第1号 科学衛星(
MS-F2)

「しんせい」

第2号 科学衛星(
REXS)
「でんば」

試 験 衛 星
(MS-T2)
「たんせい2号 」

第3号 科学衛星
(SRATS)
「たいよう」

試 験 衛 星(
MS-T3)
「たんせい3号 」

第5号 科学衛星
(EXOS-A)
「きよっこう」

ミ ッ シ ョ ン

衛星打上げ技術の習得と衛星について
の工学的試験

軌道投入後の衛星環境及び機能試験

電離層,宇 宙線,短 波帯太陽雑音等の観
測

プラズマ波,プ ラズマ密度,電 子粒子

線,電 磁波,地 磁気等の観測

ロケットの特性測定と衛星についての

工学的試験

太陽軟X線,太 陽真空紫外放射線,紫
外地球 コロナ輝線等の観測

ロケットの特性測定と衛星についての

工学的試験

プラズマの密度 ・温度 ・組成エネルギ
ー分布,地 球コロナ分布等の観測,オ
ーロラの紫外線撮像

重 量

(㎏)

24

63

66

75

56

86

129

126

軌 道

形状頃げ1轡

楕円

円

楕円

〃

〃

〃

"

"

350

5,140

990

1,110

870

1,870

250

6,570

290

3,240

260

3,140

790

3,810

630

3,970

31

30

32

3且

31

32

66

65

打 上 げ

ロ ケ ッ ト

L-4S

M-4S

〃

〃

M-3C

〃

M-3H

〃

!

器打 上 げ
A

i

時 期

45.2.11N⊃

46.2.16

46.9.28

47.8.19

49。2,16

50.2.24

52.2.19

53.2.4



研

究

所

績

計

画

第6号 科学衛星
(EXOS-B)
「じきけん」

第4号 科 学 衛星
(CORSA-b)

「は くち ょう」

試 験 衛 星
(MS-T4)
「たんせい4号 」

第7号 科 学 衛星

(ASTRO-A)
「ひ の と り」

第8号 科学衛星
(ASTRO-B)

第9号 科学衛星(
EXOS-C)

試 験 衛 星
(MS-T5)
「たんせい5号 」

第10号 科学衛星
(PLANET-A)

第11号 科学衛星
(ASTRO-C)

電子密度,粒 子線,プ ラズマ波等の観
測

X線 星,γ 線パース ト,超 軟X線 星雲

等の観測

ロケットの特性測定と衛星についての

工学的試験

太陽硬X線 フレヤの2次 元像太陽粒子線
,X線 パース ト等の観測

X線 星,X線 銀河,γ 線パース ト,軟
X線 星雲等の観測

中層大気の地球環境に及ぼす影響の究
明及び大西洋上の電離層プラズマ特異現象解
明

M-3S■ の性 能 確認,プ ラズ マ,ハ

レーす い星 の予 備 観 測 等

惑星間プラズマ,ハ レーすい星の紫外
領域における観測研究

活動銀河の中心核のX線 源,X線 天体
の精密な観測

90

96

185

180

〃

200

125

125

400

長楕円

楕円

〃

〃

〃

〃

220

30,100

550

580

520

610

580

650

350

600

300

1,000

31

30

39

31

31

65

太 陽 周 回

太 陽 周 回

円 500 31

〃

M-3C

M-3S

〃

〃

〃

M-3SH

M-3SH

〃

53.9.16

54。2.21

55.2.17

56,2,21

57年 度

58年 度

59年 度

60年 度

61年 度

→

や

ヌ

Ml

1

器
の

1
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準 ミリ波帯中継器それぞれ1台 当た り約500チ ャソネル(双 方向)の 電話伝

送が可能であることが実証されてお り,そ のほか,統 合デ ィジタ ル 衛 星 通

信,時 刻と周波数標準の供給方式等新 しいシステムに関する幅広い実験を実

施した。

準 ミリ波帯電波の伝搬特性については,鹿 島,稚 内,山 川,横 須賀,仙 台

及び横浜の各地において,連 続的にデータの取得を行ってお り,降 雨量 と降

雨による減衰及び交差偏波識別度の劣化の相関関係について,デ ータを蓄積

し逐次解折が行われている。

衛星通信システムの運用技術に関する実験については,大 容量通信を行う

ためのTDMA(時 分割多元接続)方 式並びに小容量通信を行 うためのアソ

テナ直径1m～2mの 地球局を使用したSCPC方 式(一 つの搬送波で1チ

ャンネルの電話相当の情報信号を伝送す る方式)及 びMCPC方 式(一 っの

搬送波で数チャンネルの電話相当の情報信号を伝送す る方式)に よる衛星通

信回線設定実験を行い,良 好な結果を得ている。

また,準 ミリ波車載局を全国各地に移動 して回線を設定 し,防 災演習に併

せた通話実験等を実施するとともにテレビジョン信号の伝送特性 を 測 定 し

た。

さらに,離 島局,準 ミリ波小形地球局及び準 ミリ波小容量局を用いてそれ

ぞれ回線設定実験を実施し,良 好な結=果を得ている。

このほか,コ ンピュータネ ットワーク基礎実験,地 上回線 との接続実験を

実施し,基 礎データを取得した。

衛星の運用管制技術に関する実験については,衛 星の軌道及び姿勢の決定

実験,衛 星の姿勢制御,軌 道保持制御に関する実験等を実施しているほか衛

星の運用管制のための簡易型 ソフトウ_ア を開発 し,小 型 コンビ_一 タによ

って十分精密に衛星を制御できることを確認した。

これら基本実験 とともに,衛 星通信の各種利用形態の適用性に係るCS応

用実験を,55年 度に引き続 き,56年 度 も実施 した。

CS応 用実験の項目及び実施機関は表2-7-4の とお りである。
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第2-7-4表CS応 用実験項目

項 目 実 施 機 関

1公 共業務用衛星通信 システムに関する実験

(1)警 察業務用衛星通信システムに関する実

験

(2)国 鉄業務用衛星通信システムに関する実

験

電波研究所,警 察庁

電波研究所,国 鉄

・ ・ンピ・一タ ・ネ・・ワー・に関す・撒1電 波研究所 醜 蟻 東北大学

・ 災罰 策用醒 通信・・テ・に関す・実験 障 波研究所・警察庁

IV衛 星通信回線の品質評価に関する実験

(1)報 道用各種情報の伝送実験

(2)電 話 回線用高速ファクシミリの利用に関

する実験

(3)高 機能画像会議実験

(4)電 話 品質のオピニオン評価に関する実験

Vネ ットワークの接続制御に関する実験

(1)広 帯域ディジタル加入者無線方式の接続

実験

(2)ネ ッ トワーク制御に関する実験

(3)サ イ トダイパシティ通信実験

電波研究所,電 電公社,日 本新聞

協会

電波研究所,電 力10社

電波研究所(注)

}電電公社

}
電波研究所(注)

電電公社

電波研究所,国 際電電

(注)電 波研究所は,主 として衛星の運用業務を行う。

CSの 設計寿命は3年 であるが,衛 星本体及び通信機器が良好に動作して

いることか ら,57年 度も継続して基本実験及び応用実験を実施し,更 に成果

の充実を図ることとしている。

3実 験用放送衛星の運用

実験用放送衛星(BS「 ゆ り」)は,将 来の各種放送需要に対処するために

必要な実用放送衛星打上げに至る過程として,衛 星放送技術の確立を図るこ

とを目的として開発された衛星である。

BSは,53年4月 に東経110度 の静止軌道上に打ち上げられ,同 年7月20

日から郵政省はNHK及 び宇宙開発事業団の協力を得て,① 衛星放送システ
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ムの基本技術に関する実験,② 衛星管制技術及び運用技術に関する実験,③

衛星放送 システムの運用制御技術に関する実験を行った。

57年1月23日 に搭載燃料を消費し尽 したため,同 日をもってBSを 用いた

実験を終了し,約3年 半の間に得た実験成果をrBS実 験総合報告書」 とし

て取 りまとめた。実験結果の概要は以下のとお りである。

衛星放送システムの基本技術に関する実験では,全 国の受信状 況 を 調 査

し,本 州,四 国,九 州及び北海道の大部分において直径1メ ー トル級,小 笠

原,南 大東,与 那国等の離島では直径4.5メ ー トル級のアソテナで良好な映

像音声が得られることを確認した。降雨による衛星放送電波の減衰について

は,通 常の降雨では実用上問題が無いことを確認し,比 較的小型のアンテナ

で衛星放送を受信できることが分かった。

さらに,将 来の高度化,多 様化する放送需要に対処す るための新 しい放送

システムや放送技術の可能性を調査するため,高 品位テ レビジョン信号の伝

送実験,高 品質ステレオ音声信号の伝送実験,音 声多重信号の伝送実験,文

字多重信号の伝送実験,静 止画放送信号の伝送実験等を行い,そ れぞれの有

効性を裏付ける基礎資料を得た。

衛星管制の運用と技術に関する実験では,放 送衛星として十分な精度を有

する軌道の決定方法等について貴重なデータを得た。

衛星放送システムの運用制御技術に関する実験では,衛 星の受信入力 レベ

ルを一定にすることを目的とす る地上送信局の電力制御実験を行い,簡 易な

装置により実現可能なことが分かった。また,全 国各地の送信局か らテレビ

ジョン信号を切 り替えて送信す るための制御装置の性能確認を実施し,視 覚

上問題のない円滑な切替えが可能であることを確認するとともに実用化の見

通 しを得た。

これらのBS実 験の成果は,今 後の我が国における実用放送衛星計画の推

進のみならず,諸 外国の放送衛星計画に対しても大 きく貢献するものと期待

されている。
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4電 離層観測衛星の運用

53年2月16日 に打 ち上げ られた電離層観測衛星(ISS-b「 うめ2号 」)は,

搭 載 ミッシ ョン機器 のすべてが正常 に動作 してい るが,太 陽電池の発電能力

の低下 に よ り電離層及び電波雑音 の世界分布観測 を 目的 とした正規 の運用モ

ー ドを維持す る ことが困難な状態 となってい る。電波研究所は,ハ ウスキー

ピング(HK)デ ー タに よる電 力解析に基づ き56年 度 当初か ら日本上空 にお

け る可視時 間観測を中心 とした運用を行い,鹿 島局で ミッシ ョンデータを取

得 した。

なお,電 力事情に よ リカナ ダ ・オタ ワ局に よる運用 は全 く実 施され なか っ

た。

デ ータの処理 ・解析は電波研究所本所で行 い,電 離 層 観 測 ミッシ ョンで

は,イ オ ノグラムか ら読み取 られた電離層臨界周波数を基に して55年 度 に引

き続 きその世界分布図を作成 した ほか,宇 宙通信用電波の シンチ レーシ ョン

の原因 となる電子密度不規則分布を統計的に調査 し,世 界の分布状況を明 ら

か にした。電波雑音観測 ミッシ ョンでは,1978年6月 か ら1980年5月 の期間

の雷活動世界分布図を,ま た,電 離層イオ ン測定 ミッシ ョンでは1978年10月

か ら1979年8月 の期間の各種 イオン密度の世 界分布図を作成 ・出版 した 。

また,電 波研究所は国際電離層研究衛星(ISIS-1,H号)計 画に引き続 き

参加 してお り,56年 度 には鹿島局にて438パ ス(注),南 極 昭和基地 において

235パ ス のデ ータを取得 し,電 波研究所において処理 した。 記録 された磁気

テ ープには,電 離層サ ウンダ及びVLF帯 電 波雑音のデ ータが含 ま れ て お

り,特 にサ ウンダデータか ら作 られた イオノグラムは内外 の関係機 関(国 立

極地研究所,カ ナ ダ国通信研究 センタ,NASAゴ ダー ド宇宙飛行 セ ンタ,

米 国海洋大気庁,英 国 ラザ フ ォー ド ・ア ップル トン研究所)に,ま た,複 製

磁気テープは カナ ダ国通信研究セ ソタにほぼ定期 的に送 られてい る。56年 度

はそれ らデ ータを用 い,各 種 のVLF帯 及 び長中波帯雑音電波(コ ーラス,

ヒス,VLFソ ーサ,極 光帯キ ロメー トル放射等)の 諸特性 を調査 した。



第2-7-5表CS・BS・ISS-b諸 元一
目 的

軌 道

衛星システムを用いた準 ミリ波帯
等の周波数における通信実験を行 う
こと,衛 星通信 システムの運用技術
の確立を図ること,そ の他。

静 止 軌 道

東 経135度

衛星システムを用いた画像及び音
声の伝送試験を行うこと,衛 星放送
システムの運用技術の確立を図るこ

と,そ の他。

静 止 軌 道

東 経110度

1

謹
む

「

電離層の電離状態,電 離層上部の
環境及び空電に伴 う電波雑音につい
ての世界的分布を観測すること。N

周 回 軌 道

遠 地 点1,220km

近 地 点980km

周期約105分 傘
傾斜角69度

重 量 約340kg 約355kg 約141kg

ミヅション機器周波

数 ・空中線電力 ・伝
送容量

仰 角

準 ミリ波(30/
20GHz)

6系 統

1系 統 当 た り

2.5W以 上

日本 本 土

マ イ ク ロ波(6

/4GHz)
2系 統

1系 統当た り
2.8W以 上

日本本土
1系 統当た り電話

換算500回 線

北海道(釧 路)約39度
東 京 約48度
沖 縄(本 島)約58度

設 計 寿 司 約3年

14/12GHzカ ラー テ レビ 信 号2チ

ャン ネ ル1チ ャ ン ネル 当 た り
100W

(受 信 可 能 な ア ン テナ の 大 きさ)

日本 本 土 の 大 部 そ の他 の地 域

分 直 径1m～ 直 径2.5m～4.5
1.6mの パ ラボmの パ ラボ ラ ア

ラ ア ンテ ナ ンテ ナ

北海道(釧 路)約29度
東 京 約38度

沖 縄(本 島)約53度

観 測 系(a)電 離 層 観 測装 置

(b)電 波雑 音観 測装 置

(c}プ ラ ズマ 測定 器

(d}イ オ ン質量 測 定 器
・テ レメ1・ リ

136MHz[W400MHzO.7W
。ビー コ ン

136MHzO,1W400MHzO.07W
ア ン テ ナ

HF観 測 用,VHF用,UHF用

雑 音 校 正 用

約3年 約1.5年

打 上 げ 年 月 日 52.12.15 53.4.8 53.2.16

備 考 57.1,23実 験 終 了
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(注)衛 星が地球局の上空を通過することをいう。この場合,そ のうち地球局でコ

マンド又はテレメトリを行 うものをさす。

5衛 星通信の研究

(1)通 信 方 式

CSに ついては,打 上げ以来ほぼ4年 の歳月が経過し,実 験実施手順書に

従って実用衛星通信 システムを確立するために必要な伝送,運 用,管 制等に

関する基本的実験を続けている。また,BSに ついては,57年1月 の運用停

止まで実験を行った。

CSに 関しては,電 波研究所鹿島支所を中心に電電公社の協力を得て各種

の通信実験を進めている。56年 度に実施した主な実験研究としては,SCPC

通信実験,ス ペクトラム拡散多元接続(SSRA)通 信実験,コ ンピュータ ・

ネ ットワーク実験,FM波 とTDMA波 の共通増幅実験,時 刻 と周波数の分

配実験,準 ミリ波降雨減衰対策のための送信電力制御及びサイ トダイバシテ

ィ切替え実験等があ り,良 好な結果を得た。また,東 北大学 とのコンピー一

タ ・ネットワーク応用実験,警 察庁,国 鉄,電 気事業連合会,新 聞協会等の

外部機関が参加 して行 う公共業務用衛星通信応用実験 も行った。

BSに ついては,55年6月 動作をしていた最後の中継器も不具合を生 じ,

テレビジョン放送実験を継続することはできなくなったが,テ レメトリ信号

を介して衛星本体に残された機能を利用した電波伝搬,送 信電力制御,衛 星

の機器特性,管 制技術等の実験及び降雨散乱実験を実施してきた。

(2)管 制

電波研究所鹿島支所では,静 止衛星のCS及 びBS,周 回衛星のISS-b

及びISIS-1,Hに 対して,そ れぞれ異なる施設を用いて運用管制を行 うと

同時に,衛 星管制技術に関する調査 ・研究を行った。

CS関 係では前年度に続いて,1局 測距又は小局折 返 しに よる2局 測距

と,鹿 島主局のKバ ンドアンテナの衛星追尾角度データを用いて軌道決定を

行 う研究をした。その中でアンテナ塔屋傾斜の精密測定による追尾角度デー
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タの補正,衛 星に対する太陽放射圧効果の季節変化の考察,超 長基線電波干

渉計システム(VLBI)に よる高精度軌道決定の検討等を行った。CSの 通

常の保持範囲は東西,南 北の位置及び姿勢 とも ±0.1度 であるので,こ のた

めの衛星搭載ガスジェットによる制御実験を行った。さらに,こ の保持範囲

を狭 くして±0.02度 とする精密軌道制御実験を行い,通 常保持 との燃料消費

や制御周期についての比較データを得た。また姿勢傾斜によるCS搭 載デス

パンアンテナの二次元パターンの測定を前年度に続いて行 ったが,今 回は沖

縄方面を含むアソテナパターソを測定す るため姿勢傾斜角を2度 にしてデー

タを取得し,解 析した。太陽光によるデスパンアンテナへの熱歪効果につい

ても測定を行い,ほ ぼ影響のないことを確認した。これらの実験成果は,今

後の衛星設計や運用管制面で非常に有益な資料を提供す ることになろ う。

BS関 係では,燃 料末期においてのみ許 される三軸姿勢制御系に関する非

常に稀少価値の高い管制開発実験をいくつか実施 した。例えぽ,太 陽入射角

誤差による受信 レベル変動の測定,モ ノパルスRFセ ンサによる三軸姿勢制

御実験,連 続MECO(モ ノパルスセンサと地球センサを結合させた ヨー軸

制御)実 験,地 球センサのバイアス測定実験等が挙げられる。なお,BSは

57年1月 末に燃料を使い果たしたので,各 種電波を停止させ,運 用管制 もこ

の時点から行っていない。

周回衛星関係では,鹿 島上空の実時間のみのデータを用いて,ISS-b姿

勢決定法の研究を進めている。また,衛 星か らの電波の ドップラー偏移成分

データの収集,処 理及び軌道決定プログラムの開発研究も行っている。

TDRSS(追 跡型データ中継衛星システム)に ついての調査 ・研究も前年

度に引き続き行った。 その他深宇宙衛星の追跡にVLBIを 用いる方法につ

いての検討をし,そ の有効性を確かめた。

(3)高 精度姿勢検出及び制御

衛星通信,科 学探査等の分野における通信需要の増大 と通信形態の多様化

に伴って,宇 宙通信にもミリ波帯の高利得アンテナやマイクロ波帯のマルチ

スポットアンテナが用いられるようになると,電 波のビーム幅が狭 くなるの
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で,従 来以上に精度のよい姿勢検出と制御が必要 となる。高精度の姿勢制御

ができれば電波 ビームを狭めることにより,周 波数の空間的再利用が可能 と

なるので,電 波の有効利用にもつながる。また,宇 宙空間での光通信や静止

衛星からの高分解能での地球観測も可能 となり,種 々の波及効果が期待でき

る。

このため,シ ステムの室内基礎実験を51年 度から始め,そ の有効性を確か

めた一方,56年 度には,レ ーザ光を地上から衛星に向けて送信した り,衛 星

を光学的に追尾した りする衛星追尾光学装置を完成した。現在,ビ ーコンC,

スターレット.ラ ジオス衛星を対象に追尾実験を行っている。また,宇 宙開

発事業団(NASDA)の 協力を得て,57年9月 に打ち上げ られた技術試験衛

星皿型(ETS一 皿)を 利用して レーザ光の伝搬特性を含めたシステムの基

礎実験を行 う予定である。

(4)ミ リ波通信

ミリ波電波は,広 帯域大容量情報伝送装置の小 型 軽 量 化に適するととも

に,ア ンテナビームの尖鋭化が容易になるなどの特徴を持っている。これら

の長所を生かして,増 大する通信需要に対処し,現 用周波数帯の通信需要の

過密化による各種無線通信業務間での干渉問題を解消するため,未 利用周波

数帯である ミリ波帯電波の有効利用と,そ の技術開発を進めている。 ミリ波

電波の利用で最大の障害は,気 象現象による影響で,特 に,降 雨による減衰

が大きい。したがって,地 上回線に比べ降雨域の通過距離が短い衛星通信回

線には,ミ リ波の利用が有望であると考えられている。 ミリ波を衛星通信に

利用す るためには衛星通信回線における伝搬特性を詳細に究明する必要があ

る。そのため,郵 政省電波研究所では,新 方式の降雨 レーダを同所鹿島支所

に設置し,技 術試験衛星H型(ETS-Hrき く2号 」:52年2月 打上げ)

を利用した ミリ波等(34.5GHz,11.5GHz,1.7GHz)に 関する伝搬実験を

1年 間(52年5月 から53年5月 まで)に わたって実施してきた。この実験に

ょり通信回線の設計等に重要な意味を持つ減衰の累積確率,継 続時間率等が

求められ所期の目的を達成した。その結果を基に実験用静止通信衛星(EC
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S「あやめ」)によるミリ波利用衛星通信実験を行 う計画,準 備を進めてきた。

ECSは54年2月,ECS-bは55年2月 に打ち上げられたが,と もに打上

げ後の静止軌道への投入に失敗 し,こ の実験研究は不可能 となった。このよ

うな状況から54年度は整備 した ミリ波地上施設利用によるシ ミーレーシ ョン

実験を行い,ミ リ波地上装置に関する多 くの貴重なデータを取得した。さら

に,ECS失 敗の代替実験 として,55年 度か ら56年度にかけて電波研究所鹿

島支所及び平磯支所において,ミ リ波帯電波利用で不可欠なサイ トダイバシ

ティ通信技術の確立を 目指して,実 験用中容量静止通信衛星(CS「 さくら」)

を利用した無瞬断情報信号切替えに関する実験研究を進めるとともに,各 種

通信方式の適応性,ミ リ波による降雨散乱特性及びそれによる ミリ波電波の

干渉効果の検討並びに ミリ波帯太陽電波の観測に関する実験研究を進めてき

た。これ らの実験研究によ リミリ波帯電波利用に よる衛星通信技術の基礎を

確立 し,次 期 ミリ波帯衛星通信実験に役立つデータを取得 した。

(5)航 空 ・海上衛星技術の研究開発

ア.航 空 ・海上衛星技術の必要性及び経緯

洋上にある船舶,航 空機 との通信には,主 として短波帯の電波が利用 され

ている。しか し,こ れ らの周波数帯は,電 波伝搬の状態により,回 線が不安

定 となるため,デ ータ通信等新たな通信需要にこたえることが困難であ り,

また,通 信量の増大に対処することが周波数的に困難であることか ら,船 舶

通信,航 空管制通信等においては,衛 星通信により安定かつ高品質な回線を

確保するシステム,す なわち,海 事衛星,航 空衛星が検討 され,ま ず船舶通

信を対象とした国際海事衛星システム(イ ンマルサ ット)の 運用が開始され

た。

さらに,我 が国においては,小 型船舶 ・航空機等との通信をね らい と し

て,小 型アソテナでも受信可能な航空 ・海上衛星技術の検討が進められてお

り,郵 政省ではこれらに対処するため電波研究所において,53年 度以後通信

系システムについて種々の検討を進めるとともに衛星搭載用 トランスポンダ

BBM(ブ レッドボードモデル)の 試作 ・検討並びに衛星模擬装置及び船上
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設 備 の試作等を行 って きた 。

また,ト ランスポ ンダシステ ム設計,高 能率直線化電力増幅器,航 空機地

球局用 フェーズ ドア レイアンテナ等 の開発を行 うとともに,Lパ ン ド電波 に

よる海上伝搬,通 信実験 を行 って きたが,56年 度 においては,衛 星搭載用低

雑音増幅器 の開発を行 ったほか,小 型アンテナを利用 した船舶衛星通信 で問

題 となる海面反射波に よるフ 占一ジング特性を測定 した。 また フェージ ング

除去アンテナ方式の開発 を行い,そ の効果を海上伝搬実験 によ り確認 した。

この ミッシ ョンは現在,62年 度 打上げ予定 のH-1ロ ケ ッ ト3段 式試験機

に よ り,宇 宙開発事業 団の ミッシ 。ソである国産 静止三軸バ ス とミッシ ョン

の統合 を行 い,運 輸省の航空援助衛星 システムの ミッシ ョン とも複合 して,

打 上げ及び実験を行 うことで検討が進め られ てい る。

イ.衛 星 システムの概要

ω 搭載 ミッシ ョン機器

A中 継 器

Bア ン テ ナ

C重 量

D消 費 電 力

(イ)衛 星 バ ス

A形 状

(ウ)

←)

B

C

D

E

重 量

姿勢制御方式

寿 命

発 生 電 力

打 上 げ 機

打上げ時期

対移動局用

対固定局用

対移動局用

対固定局用

約90kg

約500W

2～3台

2台

オ フ セ ッ トパ ラ ボ ラ ア ン テ ナ

ホ ー ン ア ン テ ナ

ETS-V(国 産 三軸・ミス)

H-1ロ ケ ット(3段 式)フ 山ア リングに収容可

能

静止軌道上 約550kg

三 軸 制御方式

約1.5年

約800W

H-1ロ ヶ ット(3段 式)試 験機

昭和62年 度夏期
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㈲ 軌 道 静止軌道

(6)コ ン ピ ュー タ ・ネ ・7トワー ク

情報化社会 の進展及び情報処理技 術の発展 に伴 い,遠 隔地にある コソ ピュ

・一タのデータを利用 したい とい うよ うな要 望 が 強 ま ってお り,コ ソピ昌一

タ ・ネ ッ トワー クに対す る関心が深 まってい る。 コソピュータ ・ネ ッ トワー

クの通信 回線 に衛星回線を用い ると,地 上局を設置す るだけで どこか らで も

ネ ットワークに参加 できるため,地 域格差 のない ネ ッ トワー クを構成す るこ

とがで きる。

電波研究所 では,54年 度 か ら小型地球局を設置 した多数 の低 トラヒックユ

ーザが,準 ミリ波 帯SCPCチ ャンネルを用い て 中央 のコン ビ昌一タを使用

す る集中型 コンピュータ ・ネ ットワークのシステム開発 を行 ってきた。

56年 度 は,実 験用中容量 静止通信衛星CSを 用 い て,集 中型 コン ピュー

タ ・ネ ッ トワーク実験を開始 した。実験 に よ り,パ ケ ッ トの誤 り率特性,予

測同期方式 の動作特性等 のパ ケ ッ ト伝 送基本特性 に関す るデ ータ を 取 得 し

た。また,プ ロ トコルの性能評価実験 として,パ ケッ トの伝送 遅延等 を測定

す ることに よ り,各 種 アクセス方式及びHDLC準 拠 伝送手順 の性能評価 を

行 った。

一方
,電 電 公社 におい ては,56年 度 か らCSを 介 して コンピュ・一タ ・ネ ッ

トワークを構成 し,各 種 コン ビ詣一タ,デ ータ端末間の接続を効 率 的 に 行

う規約を階層的に定めたDCNA(DataCommunicationNetworkArchi-

tecture)プ ロ トコルに よるメ ッセージ転送実験を実施 し,ネ ッ トワー クの性

能評価を行 った。

(7)衛 星 の最適配置に関する ソフ トウ ェア

衛星通信 の発展に伴い,静 止 軌道上 の通信衛星 の数 は増加 し続け てい る。

軌道 の有効利用を図 る上か ら,で きるだけ狭 い軌道間 隔で衛星 システム間の

干渉規格を満足 させ ることが望ま しい。

任意 の許容 し得 る干渉量 の下 で軌道上 の全衛星 の平均的軌道間隔 を最小 に

す る最適化 のプ ログラム 「ORBIT」 及 び 「SATPOS」 が それぞれ国際電電
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及び電電公社によって既に開発済みであるが,56年 度には,「ORBIT」 に改

良を加えた 「ORBIT-1」 が開発され,国 際電気通信連合に提供された。

(8)捜 索救難衛星通信システムの研究

現在の捜索救難通信システムは,地 表伝搬波を用いているため,カ パーレ

ッジ範囲は限定され,発 信位置の算出が困難な場合もある。一方,衛 星利用

の捜索救難通信システムは,遭 難時に,非 常用位置指示無線標識(EPIRB)

からビーコン波を発射し,こ れを衛星中継で地球局で受信し,遭 難老の識別

と発信位置の決定を行 うもので,カ パーレッジは地表全体とな り,発 信位置

も数kmの 精度で算出でき,信 頼性,応 答時間,救 助効率の点で,現 在のシ

ステムよりも優れたものとなることが期待されている。そのため,国 際的な

衛星利用の捜索救難システムを1987年 から運用開始することを目標に研究開

発が国際協力で進められてお り,電 波研究所も,KDDの 協力を得て,こ れ

に参加している。

電波研究所で研究中のシステムは,近 年急速に発展 し,そ の有用性が明ら

かとなったスペク トラム拡散技術を用いてお り,諸 外国とは異なり,静 止衛

星と周回衛星共用の新 しいシステムである。56年度には,そ のEPIRBと 受

信装置を試作し,シ ステム検証のための海上伝搬実験とCS中 継実験を行っ

た。

(9)静 止衛星による時刻及び周波数標準の供給

高精度の時間 と周波数の標準及び遠隔地間での時計精密同期が最近の基礎

科学,通 信,運 輸,測 地,地 震予知,宇 宙科学等の各分野で必要 とされつつ

ある。

この情勢の下で,時 刻及び周波数の国家標準をいかに精度よく,広 い地域

の一般利用者に供給し得るかが重要な問題となっている。従来の地上電波に

代わ り,静 止衛星を用いた標準供給方式は広域性,通 信の質,供 給精度及び

実現可能性の観点から最適と考えられる。

電波研究所は,53年 以来,実 験用中型放送衛星(Bsrゆ り」)を用い,そ

のテレビジョン信号を利用 した時計比較及び周波数標準の供給システムにつ
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いて検討と実験を行い・簡易な受信装置により0.1μsの時計比較精度と,周

波数では2×10層10な いし1×10-11の 高精度利用が実現できることを確めた。

また,56年 度には55年度に開発 したテレビジョン信号に標準時刻情報をコ

ー ド化して重畳し,こ れを簡単な受信アダプタで復調すると,標 準時の表示

のほか,秒 パルス及び標準周波数出力も得られるシステムで実験用中容量静

止通信衛星を用いて実験を行い,国 内全域にわた り0.1～10μsの 高精度で

標準時の供給が可能であることを実証した。

(10)静 止衛星による高精度時刻比較

前項の時刻及び周波数標準の供給 よりも,高 精度,高 確度(nsオ ーダ)

の時刻比較が標準機関相互及び高度の利用者の間で必要性が高まっている。

そのため,CCIRやURSIな どの場でも高精度時刻比較への衛星利用の研

究開発の促進が提唱されている。

電波研究所では,衛 星利用高精度時刻比較システムの実用化を 目的 として

55年度以来,実 験用中容量静止通信衛星(CS)を 仲介とし,SSRA通 信方

式を用いた双方向伝送方式による時刻比較法について比較精度 ・確度向上へ

の問題点解明のための予備実験を行っている。

56年度は,CS仲 介で鹿島主局 と電波研究所小金井本所設置の小型地球局

との問で双方向伝送時刻比較実験を行い,時 刻比較精度1ns程 度が得られ,

また時刻比較確度は数nsで 行える見通しを得た。

6宇 宙通信の実用化の促進

我が国の宇宙開発は,基 礎固めを重点 とした段階を終え,今 後は,実 利用

の多様な計画を推進すべき時期に至 っている。52年12月 に実験用中容量静止

通信衛星(CS)が,ま た,53年4月 に実験用中型放送衛星(BS)が 打ち

上げられ,各 種の実験が実施されてきたが,そ の成果を踏まえるとともに,

通信,放 送分野における衛星の実利用に対する強いニーズにかんがみ,実 用

通信衛星及び実用放送衛星の開発が推進されている。
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第2-7-6表CS-2,BS-2の 開 発 ス ケ ジ ュー ル

区 分
年度

CS-2

BS-2

人 工 衛 星

設 計

製作

N-IIロ ケ ッ ト

製作

人 工 衛 星

設計

製作

N-IIロ ケ ッ ト

製作

54 55 56

CS-2a

CS-2b

57

打上げ

BS-2a

58

打上げ

打上げ

59

BS-2b

60

↑
打上げ

(1)通 信 衛星2号(CS-2)

通信 衛星2号(CS-2)は,我 が国初の実用通信衛星であ り,57年 度 に

CS-2aを,58年 度 にCS-2bを 打 ち上げる こととしてい る。CS-2

は,基 本的には,CSと 同規模,同 性能 の衛星 であるが,CSの 開 発成果を

活 用す る とともに,N-Hロ ケ ッ トに適合 させる こと,寿 命は5年 を 目標 と

す るこ と,WARC(世 界 無線通信主管庁会議)に おいて決定 された技術基準

に適合 させ ることな ど所要 の改修を行いなが ら開発が進め られている。

(2)放 送 衛星2号(BS-2)

放 送 衛星2号(BS-2)は,我 が国が開発す る初 の実用放 送 衛 星 で あ

り,58年 度 にBS-2aを,60年 度 にBS-2bを 打 ち上げ ることとしてい

る。BS-2は,基 本的には,BSと 同 規模,同 性能 の衛星であるが,BS

の 開発成果を活用す るとともに,N-Hロ ケ ッ トに適合 させ ること,寿 命は

5年 を 目標 とす ること,WARCに おいて決定された技術基準に適合 させ る

ことな ど所要 の改修を行いなが ら開発が進め られ ている。

(3)第 二世代の実用衛星CS-3,BS-3

第 二 世代 の実用通信衛星CS-3及 び 実用放送 衛星BS-3に っ いては,

電 波利用開発調 査研究会実用衛星部会 のCS-3,BS-3の 利 用の在 り方

に関す る調査報告書 を参考に して,具 体的利用方 法につ いて検討す るととも
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第2-7-7表CS-2,BS-2の 概 要一
目 的

静止軌道 位置

重 量

(静止軌道上初期 重量)

トラ ンス ポ ン ダ数

伝 送 容 量

空 中 線 電 力

サ ー ピス エ リア

通信衛星に関する技術開発

公共業務用通信

国内公衆通信

CS-2a東 経132度

CS-2b東 経136度

約350kg

8台(マ イ ク ロ波 帯2台,準 ミ

リ波 帯6台)

電話換算

約4,000チ ャ ンネ ル

マ イ ク ロ波 帯2.8W以 上

準 ミ リ波 帯2,5W以 上

マイクロ波帯 日本全土

準 ミ リ波 帯 日本本士

放送衛星に関する技術開発

NHKテ レビジョン放送の難視

聴解消等

BS-2a,BS-2bと も東 経

llO度

約350kg

2台(い ず れ も14/12GHz帯)

カ ラー テ レ ビ ジ ョ ン

2チ ャ ンネ ル

100W

日本全土(日 本本土の中央部に

おいては直径約1m,小 笠原諸

島等の離島において は直 径 約

4.5mの パ ラボラアンテナで受

信可能)

設 計 寿 命i 3年 以上5年 を目標 4年 以上5年 を目標

に,56年 度の宇宙開発計画の見直しに際して,57年 度にCS-3の 開発研究

を実施するよう要望 し,宇 宙開発計画(57年3月17目 決定)に 「通信衛星2

号(CS-2)に よる通信サービスを継続し,ま た,増 大かつ多様化す る通

信需要に対するとともに,通 信衛星に関する技術の開発を進めることを目的

とする通信衛星3号(CS-3)に ついて開発研究を行 う。」 と盛 り込まれ

た ところである。

これに基づき,57年 度は,約550kgの 静止衛星を打ち上げる能力を有する

国産のH-1ロ ケットを使用することを基本として,衛 星の開発研究である

予備設計を実施す ることとしている。
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(4)通 信 ・放送衛星機構

通信 ・放送衛星機構 は,54年8月 に発足 して以来,CS-2及 びBS-2

の打上げに向けて,そ の組織の強化,拡 充を図る と と もに,CS-2及 び

BS-2が 打ち上げられ,定 常段階に移行 した後の衛星の管制を実施するた

め,衛 星管制センターの建設,整 備を行 う等,我 が国の宇宙通信の実用化に

備えるため,諸 準備を鋭意進めている。

機構の資本金は,56年 度末現在で約34.4億 円であるが,58年 度までに約68

億円に増資され る計画であ り,衛 星管制センター建設費に充当されている。

この資本金は,政 府及び政府以外の者が50%ず つの割合で出資してお り,政

府以外の出資者は,電 電公社,NHK及 び国際電電となっている。

衛星管制センターの整備については,54年 度に,千 葉県君津市に約13万 平

方mの 用地を取得し,55年 度に整地を行 うとともに局舎建設にも着手し,56

年度に局舎建設を完了した。

第4節 電磁波有効利用技術

1移 動体個別識別 システム

35年 ごろから光等を使用 して貨車を自動的に識別する装置が国鉄を中心に

研究 ・開発され,現 在では電磁誘導方式の移動体個別識別(AVI)シ ステ

ムが新幹線,地 下鉄において実用化されている。そして最近,目 覚ましいエ

レクトロニクス技術の進展を背景にして,マ イクロ波を使用するAVIシ ス

テムも開発された。このAVIシ ステムは質問器によりマイクロ波 を発 射

し,こ のマイクロ波のエネルギーにより無電源の応答器を動作させ,応 答器

に書き込まれた個別番号をそのマイクロ波にのせて再輻射し,質 問器側でそ

の個別識別番号を読み取るとい うものである。

我が国においては,マ イクロ波を使用するAVIシ ステムの方式 として,

不揮発性のIC等 の電子回路素子に個別識別番号を書 き込む 「メモ リ方式」
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と,あ る周波数に固有に共振するセラミックス等の共振子の組合せによって

個別識別番号を表現する 「共振子方式」の二つの方式が提案されている。い

ずれの方式も応答器のクレジットカー ド並みの小型化が図れ,電 算機処理が

可能であることなどから,多 種多様の分野に導入されていくと考えられてい

る。

AVIシ ステムに適している周波数帯は,そ の電波伝搬特性,環 境条件等

から高周波利用設備が使用している2,450MHz帯 とされている。 このため

郵政省,国 鉄,民 間会社は共同で,同 周波数帯における各AVIシ ステムの

基本動作の確認,環 境試験並びに高周波利用設備との周波数共用の可否を調

査 してきた。その結果,前 述の二方式のAVIシ ステムは,十 分実用に供せ

られるものであることが判明したので,こ れらAVIシ ステムの早期実現を

図るため現在,そ の免許方針等の整備を進めている。

2デ ィジタル陸上移動通信方式

近年,IC技 術,LSI技 術 の進歩 によ りデ ィジタル信号処理 が容易 にな

ってきてい るが,無 線通信の分野 において も固定通信では,1.544Mb/s(電

話24ch相 当)の 小 容量 のものか ら,400Mb/s(電 話5,760ch相 当)の 大容量

の ものまでのデ ィジタル通信方式 が実用に供 され てい る。 しか し,陸 上移動

通 信にデ ィジタル通信方式を導 入す るためには,陸 上移動通信特有 の高速 フ

ェージングの影響 が少 な く,か つ,伝 送速度に対す る必要周波数帯幅 の小 さ

い高能率変復調方式,所 要伝送速度が低 く,か つ,符 号誤 り率の増加に対 し

て品質 の劣化が少 ない音声 符号方式又は誤 り訂正符号等の開発 が課題 にな っ

ている。

一方 ,社 会経済活動面では,オ フ ィスオー トメーシ ョン等 にみ られ るよう

に,フ ァクシ ミリ,デ ータ通信等が身近 な もの とな り,自 動車 との間におい

てもこれ らの メデ ィアを活用 して車輔の運行 を効率化 したい とい う要望が高

まってい る。 これ らの新 しい多様 な情報伝送 を効率的に行 うため には,デ ィ

ジタル通 信が最適であ り,国 際的 にみて も多 くの国で この分野 の研究開発 が
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活発に行われている。

このような情況の中で,電 波研究所は,56年 度から周波数有効利用度が高

く,電 波監理を容易にす ることが可能な陸上移動通信用デ ィジタル通信方式

の研究開発に着手した。初年度は,陸 上移動通信用として適用可能な既存の

デ ィジタル通信方式の全容を調査 し,そ の結果,現 在のアナログFM通 信方

式の周波数割当体系に適合させ易い16kb/s以 下の伝送速度の変復調技術に

ついて特に研究開発が進んでいることが明らかになった。このため2年 目の

57年度からは将来利用されるデ ィジタル通信方式の開発を目標として,高 品

質と高信頼性を得るためのフェージング克服技術,高 度な周波数有効利用性

を実現するための干渉 ・妨害対策技術及び情報源(音 声等)の 効率的な符復

号化技術を総合 した通信方式の研究開発を進めることとしている。

また,行 政面からは,こ のようなデ ィジタル陸上移動通信方式の開発状況

を踏まえ,56年3月,電 波技術審議会に 「陸上移動業務におけるデ ィジタル

通信方式の技術的条件」について諮問した。審議は,近 い将来に実用化の可

能な方式に焦点が当てられてお り,57年11月 には 「現行FM通 信方式に準ず

るディジタル音声通信方式の技術的条件」について一部答申が得られる見込

みである。 この通信方式は,16kb/sの 伝送速度で適応デルタ変調(ADM)

したデ ィジタル音声信号をGMSK,TFM,4値FM又 はPLL4相PSK

等によ り変調して無線伝送するものである。 周波数間隔25kHzで 現行アナ

ログFM通 信方式 と同程度の伝送品質,周 波数利用率が得られ る方 式 で あ

る。

今後は,16kb/s以 下の各種の伝送速度に対応 したディジタル通信方式の

変復調方式,必 要周波数帯幅,伝 送特性,干 渉条件等の技術的条件の答申が

予定されている。

3東 北 ・上越新幹線列車無線

東北 ・上越新幹線には,東 海道 ・山陽新幹線で使用 されている列車無線

防護無線・構内無線,保 守用車接近警報無線,そ の他の連絡用無線が設備さ
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ているが,こ の うち列車無線については,そ のシステムに違いをもたせてい

る。東海道 ・山陽新幹線の列車無線システムは基地局 と移動局間を原則 とし

て空間波により接続 し,ト ンネルのように空間波が伝搬しにくい区間に限っ

て漏えい同軸ケーブル(LCX)を 利用して無線回線を構成しているが,こ

れに対して東北 ・上越新幹線の列車無線システムは全線にLCXを 布設 して

いる。このため東北 ・上越新幹線では,空 間波方式では得にくい高品質で安

定な回線の提供が可能である。

列車無線の通信形態は,基 地局から移動局へは24ch容 量の多重通信路,移

動局から基地局へは単一通信路といった組み合せであ り,い ずれも400MHz

帯の周波数を使用している。開業時の回線数は,列 車指令系4ch,旅 客指令

系2ch,業 務公衆系6ch及 びデータ通信系3chで ある。列車及び業務の

指令電話は中央指令所 と列車乗務員の列車 ・運転旅客サービスに 関 す る通

話,業 務電話は列車乗務員 と国鉄業務機関 との通話,デ ータ通信は車両の故

障情報,列 車無線の故障情報及び列車位置を中央指令所へ伝送する機能を持

っている。公衆電話は列車からの発信が100円 硬貨投入によるプッシュダイ

アル方式の自動発信で全国のどこにでもかけられるようにな り,列 車着信は

交換台扱いである。 また通話を確保す るために使用中chは 他列車が使用で

きないように,自 ゾーン(基 地局のサービスエリアであ り,約20km),進 行

方向の前方2ゾ ーン及び後方1ゾ ーソの計4ゾ ーンに対 して閉塞をかけてい

る。

4狭 帯域直接印刷電信方式

狭帯域直接印刷電信方式は,送 信側がタイプライタに似たけん盤のキーを

たたくと字号が電気符号化されて送出され,無 線回線を経て相手側に達する

と自動的に送信側からの字号をタイプさせる通信方式であ り,現 在船舶で使

用されている。

この方式は,45年 に海上保安庁の専用通信系に初めて導入され,そ の後48

年に国内の一般通信系へも導入されて,無 線通信の円滑,効 率化及び省力化
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項 目 東海道・山陽新幹線方式 東北 ・上越新幹線方式

1

2

3

4

列車無線数ch容 量()
は実装数

1列 車当た り同時使用ch

数

回
線
品
質

サービスエ リア(通 話

可能区域)
通話5/N

接続安定度(符 号誤 り
率)

指令系(運 転)

指令系(営 業)

交換系(業 務 ・公衆) iil}計備
指令系(運 転)

指令系(営 業)

交換系(業 務 ・公衆) lil}一
99.9%以 上

全線の90%以 上で5/N35dB以 上

99%以 上

ll饗嚇灘}輪

1購 遍il}一

無線

方
式

99.99%以 上

全 線 の99%で5/N40dB以 上

1,200b/sで1×10-4以 上

無線方式 師 波鍾(基 地局のみ)
LCX,多 重(基 地局のみ)

使用周波数 基地局400MHz帯3波
移動局400MHz帯10波

基地局400MHz帯1波
移動局400MHz帯24波

5ゾ ーン切換え(移 動局)
隊 制御方式(地 上子による強制切臓) 勘 局よりの指定信号による切搬

6

7

8

ゾー ン閉 そ く

無線機出力

空中線

指 令 系 大 ゾー ン(約150km)

交 換 系 小 ゾ ー ン(前4,後3ゾ ー ン)

基地局40W
移動局4W

基 地 局 グ リ ッ ドパ ラボ ラ,

八 木8素 子

移 動 局 ユ ニ ポ ール ア レー,

屋 根 上

コー ナ レ フ レ クタ,

前後2方 向切 換 え,

欝 彩=ζ/禦 私 ゾ.ン)

ヨ

韓

メ

Ml

基地局2W
移動局4W

基地局 全線にわた りLCX布 設

移動局 スロットアレー、4素 子合成,
部

ス カ ー ト

・[・・ネル対策
1平行・単線(副轍 ケーブル継 飽)又 はLcxlLCX

1
一 器
の

1
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に貢献している。

しかしながら,こ れまでの通信方式は,和 文のみを伝送するシステムであ

るために外国の海岸局 との間の通信は不可能であったが,1978年 に国際的な

技術的条件が定められたことに伴い我が国の船舶局においても外国の海岸局

との間の印刷電信による国際通信を実施したいという要望があることなどか

ら欧文伝送のための機能と和文伝送のための機能 とを併せ持つ二つのタイプ

のシステムが開発され,こ れに適用する技術的諸元が56年6月 に第2-7-

10表のとお り定められた。

この狭帯域直接印刷電信方式は,将 来の海上移動業務における国際的な遭

第2-7-10表 狭帯域直接印刷電信方式の技術的諸元

項 目

使用する符号

使用する文字

誤 り検出の方法

方 式 の 種 別

国内 ・国際方式兼用 国際方式専用

JIS-C-6220符 号(7

単位)

カナ 文 字,英 字,数 字,記

号

3個 の チ ェ ッ ク ビ ッ トを 付

加(10単 位)

第2国 際電信アルファベッ
ト符号(5単 位)

英字,数 字,記 号

信 号 の マ ー ク,ス ペ ース の

構 成 比(7単 位)

変調の速度 100ボ ー 100ボ ー

変調の速度の許容偏差 (ニヒ)5×10-b (±)5×10-b

同期の方式 従属同期 従属同期

選択呼出信号の構成

選択呼出番号

海岸局 二4数 字

船舶局:5数 字

選択呼出番号

海岸局:4数 字

船舶局:5数 字

周波数偏
位の状態

高い周波刺 スペ ース ス ペ ー ス

低い周波剃 マ ー ク マ ー ク

周波数偏位を得るための
可聴信号の中心周波数

国内方式と国際方式との
切替機能の有無

1,700Hz

あ り

1,700Hz

な し
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難通信,航 行警報の伝送を始め一般通信においても利用がますます拡大する

方向に進むものと予想されるので,今 後の海上移動業務における重要な役割

を果たすものと期待されている。

5マ イク ロ波 着陸装置(MLS)

現在,航 空機が空港に着陸す る際,最 終進入及び着陸援助施設 として計器

着陸装置(ILS)が 広 く利用されているが,航 空交通量の増大,空 港及び

その周辺の過密化に伴い,安 全上,騒 音対策上等種々困難な問題が生じるよ

うになってきている。

MLSはILSに 代わ り,こ れらの問題を抜本的に解決するものとして各

国で開発が進められているもので,米 国では既に一部実用化されてお り,ス

ペ ースシャトルの着陸誘導にも利用されている。我が国においても既に実験

局が4局 開設され,基 礎実験及び実用化実験が行われている。

システムの概要は第2-7-11図 に示 したとお りであ り,5GHz帯 のマイ

クロ波(5,031.0～5,090.7MHz間 に300kHz間 隔で200チ ャソネルが予定さ

れている。)を利用 して薄いファンビームを左右及び 上下に時分割で走査さ

せ,こ れを航空機上で受信し,△Tか ら滑走路に対す る自機の方位及び仰角

を連続的に測定す ることにより,精 度の高い着陸誘導を行おうとす るもので

ある。

MLSに は,主 に次のような特徴がある。

(1)直 線の進入コースが一つに限られるILSに 比べて,誘 導覆域が滑走路

の中心線の延長線上左右40。,通 達距離20NM(海 里)と 広 く,同 覆域内

において曲線を含めて任意の進入 コースが選定できるため,空 港周辺空域

の有効利用による安全性の確保,人 口密集地域の上空通過回避による騒音

公害防止,航 空燃料の節約等が図れること

(2)所 要の運用要件を満たすために広大な平坦地を必要とするILSに 比較

して狭あいな空港においても十分な精度の着陸誘導が期待できること

㈲ 同時に多数の航空機に対 してサービスが可能となるほか,将 来全自動着
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MLSの 概念図及び角度測定原理説明図

＼

〒
方位アンテナ

7・/劣../キ ヤ
//
∠ 〆/7/

ノ アノ メ ノ/ノ 〆
ノ//ノ 〆 ～
ノ ノ

迄勇萎髪 三二二二ニー一一

滑走路

高低 アンテナ

(度)

¥

劣

費 ・

.θ

"往"

(TO)

"復"

(FRO)

(a)ピ ー ム走 査

舞↑

△T

時間

(b)受 信信号

陸への発展が期待できること

(4)高 角度進入誘導が可能であることから将来発展が予想されるSTOL機,

ヘ リコプター等にもサービスが可能であること

なお,MLSの 開発状況は既に述べたとお り実用化段階に入っていること

から,国 際的な標準化作業が国際民間航空機関(ICAO)に おいて急がれて

お り,現 在MLSの 基本システムである角度誘導機能及び精密距離測定装置

(DME/P)に 関する標準及び勧告方式がほぼ固まったほか,1995年 を 目途と
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す るILSか らMLSへ の移行 計画が勧告 され ている。

6衝 突防止装置(CAS)

航空交通量の激増により,近 年,航 空機相互間の空中衝突の危険性が増加

してきているのに加えて,航 空機の高速化に伴いパイロット自ら衝突防止機

能を果たす ことは,人 間の視認判断による回避操作にも限界があることから

極めて困難な状況になってきている。

CASは,こ のような背景から,航 空機相互間の空中衝突を未然に防止す

るため,各 国で開発が進められているものであ り,我 が国においても46年7

月30日全 日空ボーイング727と 自衛隊のF86が 雫石上空で空中衝突して161

人の死者を出す大事故を契機として本格的な開発が始められている。

CASは,今 日まで種々の方式のものが開発されてきているが,昨 今の世

界的な動向としては,航 空交通管制に利用されている二次監視 レーダ(SSR)

を基礎としたB-CAS(Beaconbased-CAS)が 主流となってきている。

これは第2-7-12図 に示したように,SSRと 同一の周波数を使用 して

第2-7-12図CASの 概念図
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自機 に接近す る航空機に対 し質問信号を発 し,相 手機 のATCト ラ ンスポソ

ダか らの応答信号を受信 して,こ の応答遅延時間等か ら相 手機 の位置を把握

しようとす るもので,必 要 に応 じてパイ ロッ トに警報を発す る ものであ る。

この方式 の特徴は,自 機 がB-CASを 搭 載 していれば,ATCト ラ ソス

ポ ンダを搭載 してい る航空機 に対 し有効に機能す ることか ら,漸 次導入が可

能 である こと,既 存のSSRと コ ンパテ ィビリテ ィを有す ること等があげ ら

れ る。

このほか,既 存のSSRを 改善す る もの として,SSRモ ー ドSの 信号形

態を利用 した機上衝突防止装置 も開発が進め られ てお り,世 界的 に注 目され

てい る。

7多 重 放 送

多重放送は,テ レビジョン放送や超短波放送(FM放 送)の 電波の周波数

的又は時間的な 「すき間」を利用 して,別 の情報を同時に放送するものであ

り,電 波の有効利用が図られ放送 メディアの多様化が期待できる。

多重方式としては,本 来の放送番組 との間の相互妨害がなく,良 好な品質

が得られ,し かも普及性のあることが開発の目標 となっている。

(1)テ レビジョン多重放送

信号を多重す る方法として,実 用性があると考えられるものは,映 像信号

の垂直帰線消去期間あるいは音声信号の副搬送波に別の信号を重畳するもの

である。

一般受信者を対象 とする多重放送としては,現 在テレビジョン音声多重放

送,文 字放送,静 止画放送,フ ァクシミリ放送などがある。

ア.テ レビジョン音声多重放送

現在のテレビジョン放送の音声信号に別の音声信号を重畳して放送するも

のであ り,テ レビジョン音声のステレオ化や2か 国語放送等のテレビジョソ

番組 と関連した使い方のほか,独 立した内容の音声放送としても使 うことが

できる。
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音声多重の方式としては,電 波技術審議会が47年3月 に,両 立性,音 質及

び普及性を考慮し,FM-FM方 式(副 音声で副搬送波をFMし,こ の副搬

送波で更に音声搬送波をFMす る方式)が 最も適当な放送方式であるとして

技術基準の答申を行ってお り,更 に視聴者に与える影響,需 要動向等を把握

し,将 来の円滑な実用化に備えるため,53年9月 以来,東 京,大 阪をはじめ

として57年7月 現在,NHK15地 区及び民放53社 のテレビジョン音声多重放

送が実用化試験局として免許されている。

イ.文 字 放 送

映像信号の垂直帰線消去時間の一部に,時 刻,ニ ュース,天 気予報,ろ う

あ者向け字幕等の文字あるいは簡単な図形を重畳して放送し,受 信側ではア

ダプタを付加することにより,テ レビ受信機のブラウン管上に,単 独に,あ

るいはスーパーイソポーズの形で文字又は図形を表示するものである。一般

的には,数 種類の情報が同時に放送され,受 信者側でそれを自由に選択する

こととなる。

文字放送の方式については,走 査方法,伝 送方法,伝 送速度,制 御信号等

の異なるものが開発され,提 案されているが,電 波技術審議会では,こ れら

の方式を基にして,普 及性,発 展性,国 際性等を考慮 し,53年12月 に 「文字

放送の方式の基本」について答申を行 った。さらに,こ れ を 基 に,野 外実

験,室 内実験を行い,56年3月 に 「文字放送の方式(パ ターン伝送方式)の

技術基準」について答申している。

また,伝 送速度の早い,符 号化伝送方式(コ ー ド伝送方式)の 文字放送に

っいても電波技術審議会において,55年 度以来審議が進められている。

ウ.静 止画放送

映像信号の垂直帰線消去期間の一部に静止画の信号を重畳 して放送す るも

のであ り,本 来のテレビジ ョン放送を映画 とすれば,静 止画放送はスライ ド

に相当する。

また,テ レビジョン音声多重放送 と組み合わせて音声付きの静止画放送 と

することも可能である。静止画放送は,技 術面,利 用面 とも検討すべき問題
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が多く残 されている。

エ.フ ァクシ ミリ放送

現在のテレビジ ョン放送にファクシミリ信号を重畳 して放送し,受 信者は

アダプタ及び記録装置を用いて,印 刷物の形で情報を得るものであ り,フ ァ

クシミリ信号を重畳する方法 としては,音 声副搬送波を利用するものを開発

研究している。

56年度の電波技術審議会では,実 験仕様に基づき試作した送受 画 機 の性

能,フ ァクシミリ信号の受ける妨害,音 声多重チャンネルへの漏話の少ない

回路方式等について検討を行った。

その結果,実 験仕様に基づき試作した送受画機による実験により中間調の

再現性はいずれも10階調程度であ り,そ の性能は良好であることが判 明 し

た。また,フ ァクシミリ信号の受ける妨害については,雑 音等による記録像

劣化の検知限はテレビ画像劣化の許容限度を下回ってお り,通 常のテレビジ

ョソ放送より妨害に強いことが判明した。さらに,音 声多重副チャンネルの

パソドパスフィルタに簡単なノッチフィルタを付加すれぽほとんどの受信機

でファクシミリチャンネルからの漏話を検知限以下にす る こ とが可能であ

り,ス テレオ放送時の左右分離度もほとんど問題ないことが判明した。

57年度は,送 信装置の特性の調査,伝 送路の所要特性,各 種制御信号等に

ついて検討することとしている。

(2)FM多 重放送

FM放 送電波に重畳できる信号については,電 波技術審議会において,50

年度から審議が行われている。

現行2チ ャンネルステ レオ放送の拡大としての4チ ャンネルステレオ音声

信号の重畳及びステレオ放送 と内容を異にする音声信号の重畳については,

55年度までに多重方式検討上の基本的事項が明らか となってお り,56年 度は

データ信号を重畳する方式について諸外国における開発状況の調査 と,デ ー

タ信号の重畳方式,伝 送特性等の技術的条件の審議が行われた。

その結果,特 にヨーロッパでは放送局識別,番 組識別,そ の他の情報等を
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重 畳 した ものが多 く,方 式 としては57kHzの 副 搬送波 にPSK変 調 で1.2kb/

s程 度 までのデータ信号を重畳す る方式 の開発 を進め てい る例 の多 い ことが

明 らか となった。 また,デ ータ信号 自体 の伝送特性 につい ては,57kHzの 副

搬送波にPSK変 調 で1,140b/sの デ ータ信号を重畳 した場合 の基本的 パ ラ

メータとな る熱雑音,パ ルス雑 音及びマルチパス妨害 に よる影響 が明 らか と

な った。デ ータ信号を重畳す る場合 の多重方 式検 討上 の基 本的事項 について

は,更 に若干の補足 を行 う必要があ るので57年 度 も継続審 議す ることとして

い る。

8緊 急放送 システ ム

災害時における予報 ・警報等の緊急情報を迅速,正 確に住民に周知する手

段 としては放送が最も効果的である。しかしながら,放 送の場合,深 夜等ラ

ジオ ・テレビ受信機のスイッチが入っていない時には受信されないとい う欠

点がある。

この問題を解決す るため,コ ードデータ放送の一種である緊急放送システ

ムの開発が郵政省の電波技術審議会を中心に進められている。

このシステムは,テ レビやラジオの放送電波に特定の信号(緊急警報信号)

を乗せて放送することにより,受 信者の備えるアダプター(緊 急警報信号受

信機)を 用いて自動的にテレビやラジオのスイッチを入れ,更 に警報音を鳴

らす方式のものである。

郵政省では55年1月,郵 政省,NHK,民 放事業者等を構成員 とする 「緊

急放送システム技術懇談会」を設置 し,緊 急放送 システムについて予想され

る利用形態,望 ましい信号方式等について予備的検討を行った。さらに,55

年3月 電波技術審議会に 「放送電波に重畳す る緊急警報信号に関する技術的

条件」について諮問を行い,56年3月,同 審議会からその一部である 「緊急

警報信号方式の基本について」 の答申を得た。同審議会は,56年 度から野外

実験による調査結果を審議に反映させながら技術基準の審議を進 め て きた

が,同 一周波数の他の放送局のサービスエ リア内の一部においても受信機が
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動 作す ることが明 らか とな ったので,地 域区分 コー ドを設定す るなどの不要

動作対策を講 ず るため,57年 度 も継続 して審議を行い,で きるだけ早期に完

結す ることを予定 している。

9ス ペ ク トラム拡散地上通信方式

電波研究所は,陸 上移動通信を主に対象とするスペク トラム拡散方式を開

発するために,54年 度からその適用性について調査を実施し,本 格的な研究

を開始した。

その結果,こ の方式を陸上移動通信に利用するには,広 帯域多重波伝搬現

象が初期接続と同期保持に大きな障害を与えることが判明した。そこで,そ

の具体的解決策を取 り入れて柔軟性をもたせるために,種 々の設定条件と範

囲を考慮した直接拡散(SSDS)及 び周波数ホッピング(SSFH)の 変復調法

と,広 帯域フェージングシミュレータ(WBFS)で 構成した最大帯域10MHz

をもつ国産で初めての基本システムのハー ドウェアを,56年 度前半に予定ど

お り完成し,引 き続き各種の室内実験を実施した。その結果,新 開発 したSS

DS,SSFHは 主な障害 となる周波数選択性フェージングに対 し,誤 り率,回

線接続時間,受 信音声等に顕著な改善効果を有することを確認した。取 り分

け,SSFHの 多数決判定法等による周波数ダイバシティ効果は威力のあるこ

とが明らかとなった。

さらに,こ れ らの成果を活用 して,次 期システムとして伝搬実地試験用 と

なるシステムモデルの試作に着手した。このシステムは,同 時利用の通信局

数を増加させるための符号化法等を具備した可搬用の双方向SSFHシ ステ

ムであ り,野 外妨害実験等ができるように6台 で構成されている。

10サ イ トダ イバ シテ ィ

衛星通信では,増 大す る通信需要に対処す るため,従 来 使 用 され てきた

6/4GHz帯 に加 えて,10GHz以 上 の新 しい 周波数帯を使用す る傾 向が,我

が国を含めて国際的 に強 まっている。 しか しなが ら,10GHzを 超 える周波
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数帯では,降 雨による電波の減衰が無視できなくな り,特 に,高 い周波数帯

を使用する場合及び衛星の仰角が低 くなる場合に降雨減衰が顕著になる。

衛星通信における降雨減衰の影響を軽減する有力な方法の一つにサイ トダ

イバシテ ィがある。サイ トダイバシティは,20km程 度以上離れた二地点間

の降雨の相関が小さいことか ら,そ のような二地点にそれぞれ地球局を設置

し,一 方の地球局の回線品質が降雨によって基準値を下回った場合に,他 方

の地球局に切 り替えて回線を確保する方式である。

(1)30/20GHz帯 サイ トダイバシティ実験

郵政省電波研究所は,平 磯支所に設置されているECS実 験用の地球局を

改造し,鹿 島支所のCS主 局との間で,CSを 用いて受信切替方式によるサ

イ トダイパシティ実験を実施した。

電電公社は,CS実 験の一環 として,横 須賀電気通信研究所に設置されて

いる副固定局等を用い,デ ィジタル合成方式によるサイ トダイバシティ実験

を実施した。そのほか,CSの20GHz帯 の下 り回線における降雨減衰を継

続的に測定し,サ イ トダイバシテ ィ効果の基礎資料を得ている。

(2)14/11GHz帯 サイ トダイバシティ実験

インテルサットV号 系衛星では,6/4GHz帯 に加えてスポットビーム用に

14/11GHz帯 が使用される。我が国からは,イ ン ド洋衛星の仰角 が 低 い た

め,降 雨の影響を受けるおそれがある。国際電電は,イ ン ド洋V号 衛星を対

象に,山 口衛星通信所及び浜田国際中継所に実験システムを設置してサイ ト

ダイバシテ ィの各種伝搬資料の取得及び通信実験を行 うため準備を進めてい

る。

1140GHz以 上 の電波利用 の研究

40GHz以 上の周波数帯における 電波伝搬では,大 気中の酸素や水蒸気に

よる吸収 とともに,降 雨による減衰を考慮す る必要がある。特に降雨にょる

減衰は,40GHz以 上の周波数の電波全域にわたって著しく大きく,こ の周

波数帯利用の開発の大きな制約 となっている。このため,ミ リ波帯電波の降
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雨 強度,降 雨粒径分布 との関係において解 明し,降 雨 減衰特性を把握す ると

ともに,こ れ ら雨のパ ラメータか ら,ミ リ波電波 の降雨減衰を予測す る方法

を開発す ることが重要 な課題 とな っている。

これ らの研究 を推進す るため,52年 度か ら7か 年計画で,40GHz以 上 の

周波数帯におけ る伝搬実験を実施 してお り,56年 度 は,ミ リ波帯電波伝搬実

験装置,雨 量計 ネ ットワーク,降 雨粒径分布測定装置等を含む実験 システム

を運用す るとともに,こ れ までの成果 を と りまとめて,国 際無線通信諮問委

員会(CCIR)第5研 究委員会(SG5)最 終 会議 に報告 し,同 委員会 のテキ

ス トの改定に役立 てた。

12高 精度測位技術の研究開発

超長基線電波干渉計(VLBI)シ ステムは,電 波星あるいは人工衛星から

の微弱な雑音電波を遠 く離れた2地 点で受信し,磁 気テープ上に時刻ととも

に精密 ・記録する。この二つの受信テープの信号を相関法により比較 す る

と,電 波の2地 点への到達時間差を高精度に求めることができる。VLBIシ

ステムは当初電波天文の研究に用いていたが,近 年2地 点間の時刻同期や測

地的応用が脚光を浴びてお り,こ れを基にした地殻変動測定,長 期的地震予

知をもたらすプレート運動の検証のほか,衛 星の軌道決定,極 運動,地 球回

転,位 相ゆらぎ検出による電波伝搬等多方面の応用が期待されている。

電波研究所では従来からVLBIシ ステム開発に必要な,高 安定原子周波

数標準器や超精密時刻同期,天 体電波源や人工衛星追尾,高 速VLBIデ ー

タ処理などの技術を持ち,こ れを利用して衛星軌道及び電波の位相ゆらぎ等

の測定のためのシステム開発を行ってきた。我が国で最初のVLBIシ ステ

ム(K-1)に よる国内実験を,52年 電波研究所鹿島支所と電電公社横須賀

電気通信研究所で行い,人 工衛星の雑音電波の到達時間決定誤差 ±5nsを

得た。次いで,電 波の位相ゆらぎ等の測定のため,帯 域幅合成による受信帯

域の拡張,マ イクロ回線でデータ伝送を行 う実時間相関処理など,改 良した

VLBIシ ステム(K-2)を 開発し,電 波研究所鹿島支所一同平磯支所間の
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実験で到達時間差決定誤差 ±0.2ns以 下を得た。

現在,国 内では測地学審議会の建議により,54年 度か ら始まった第4次 地

震予知計画(5か 年)に おける 「長期的予知 のた め 開発を行 う技術」の中

で,宇 宙技術を含め測地測量の基礎技術の研究の進展を図ることが指摘され

てお り,ま た,国 際的には非エネルギー分野の日米科学技術協力協定(55年

5月1日 締結)に 基づき,58年 度末から日本(電 波研究所)と 米国(航 空宇

宙局)と の間でVLBI実 験により地殻変動等を 調べることが合意された。

この計画が軌道にのれば,日 米間の距離を数cmの 誤差で測定することが期

待される。電波研究所ではこれ ら内外の要請を受け,米 国システムと互換性

のある超高精度電波干渉計システム(K-3)開 発の5か 年計画 を 策 定 し

た。そして56年度は55年度に引き続 きバ ックエンド部の開発を続行するとと

もに,VLBI専 用電子計算機の導入,デ ータ収集 ・制御ソフ トウェアの開発

を行ってお り,58年 度末に予定されている初の日米実験に向け準備を進めて

いる。

13電 波音波共用上層風隔測装置(上 層風 ラス ・レーダ)

の開発研究

気温高度分布を地上から遠隔測定する電波 計 測 システム,ラ ス ・レーダ

(RASS:RadioAcousticSoundingSystem)開 発(54年 度完了)の 実績に

立脚して,55年 度から新たに風向風速高度分布を測定す る電波音波共用上層

風隔測装置(上 層風ラス ・レーダ)の 開発研究に着手 した。

55年度における独立な三軸に向けた3台 のラス ・レーダを組み合わせた3

方向 ドプラシフ ト周波数計測方式の装置の開発に続き,56年 度においては,

地上の音源から発射したパルス音波の球形音波面からのCW電 波反射波が地

上にスポット状の集束像を結ぶこと及び,風 による音波面の移動に伴い,電

波の集束像が移動することを利用して,ア レー状(6×6)配 列の受信アンテ

ナ及び受信機により集束像を検出追跡して上空の風向風速高度分布を遠隔測

定するスポット追跡方式の装置を試作し,試 験観測を実施した。
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14マ イ ク ロ波 リモ ー トセ ン シ ン グ

1972年 に 打ち上げ られ たERTS(LANDSAT)の 捕 えた地球の鮮明で精

密 な写真か ら,人 工衛星に よる地球 の資源や環境の探査 は予想以上に有効で

あ り,そ の利用範 囲の広 さや応用の可能性 の非常に大 きい ことが明 らかにな

った。以後,LANDSATシ リーズのデータが各国で実用化 の軌道に乗 りつ

つ あ り,ま た,我 が国の海域及び陸域観測衛星 シ リーズをはじめ カナ ダ,ヨ

ーロッパ等で次 々と独 自の リモー トセ ンシン グを 目的 とした衛星が計画 され

ている。

電波に よる リモー トセソシングは,従 来主に用い られて きた可視赤外領域

の光を利用す るもの と異 な り,昼 夜の別 な く,ま た,天 候 に左右 され ること

もな く観測が可能であ り,常 に同一の観 測条件で精度 よ くデータを取得で き

る。電波,特 にマイ クロ波 による リモ ー トセンシングは今後電波 の利用の主

要な分野の一つ となる と予測 され る。 したが って,電 波の有効利用 の観点か

ら電波研究所において54年7月 か ら衛星計測部を新設 し各種 のマイ クロ波 リ

モ ー トセンシングに関する研究を行 っている。

① 散乱計:雨 域 及びその降雨強度の観 測を行 う衛星搭載用雨域散乱計の開

発を 目的 とし,航 空機搭載用2周 波(10GHz,34.5GHz)散 乱 計/放 射計

を53年 度 と54年 度 で製作 し,56年 度 末 までに約107時 間 の飛行実験を行 っ

た。また,衛 星搭載用雨域散乱計の設 計仕様 の検討を行 った。

本航空機搭載用散乱計/放 射計を用 いて海面散乱 の実験(海 面 の風向 ・

風速 の測定)を 行い,NASDAと 共 同実験 も行 った。

電波 の散乱特性の基礎 データ収集のため室 内実験用FM-CWレ ー ダを

製作 し,実 験を開始す る。

② 放射計:大 気中 の水蒸気の検 出及びそれ による電波伝搬へ の影響の補正

を 目的 として2周 波(20。0～23.8GHz,30.6～32.1GHz:MOS-1用2

周 波放射計 の周波数を含む)放 射計を整備 し観測に着手 した。

③ 合成開 ロレーダ:合 成 開 ロレーダは,飛 し ょう体 の速度を利用 して小さ
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なアソテ ナで光学系 セ ソサに匹敵す る高分解能 の二次元影像を得 るマイ ク

ロ波 センサで,将 来の リモ ー トセ ンシングの主要機器 として期待 され てい

る。

56年 度 は,合 成開 ロ レーダデ ータの高速 デ ィジタル処理 に不可 欠な高速 ブ

ー リエ演算装置等の装置 の整備 を進め,SEASATデ ー タの画像作成 ソフ ト

の開発 を行 った。

15レ ーザ リモ ー トセ ン シ ン グ

電磁波 の有効利用 の一つ として,リ モー トセ ソシ ング技術 の開発は,近 年

マイ クβ波か ら レーザ波まで,と みに盛 んに行われ てい る。 レーザを用いた

リモー トセンシングの場合,レ ーザ波 の超 高周波特 性(1013～1015Hz)に 基

づ き,原 子,分 子 の組成 の測定が可能 であ る。

電波研究所では,光 化学 スモ ッグ発生時 に重要 な役割 を演ず るオ ゾン分子

と,炭 酸 ガス レーザ との間で生ず る吸収効果 を利用 した差分 吸収型 オ ゾンモ

ニタ用 レーザ レーダの開発研 究を進めてお り,現 在,よ り広域 なオ ゾンモ ニ

タを 目的 とした飛行機搭載用 小型 レーザ ・オ ゾンモ ニタ装置 の飛行実験 を重

ねつつ研究開発中であ る。

第5節 有線伝送及び交換技術

電話 トラピックの増大に対処するとともに,画 像通信,デ ータ通信等の多

彩なサービスを効率よく伝送するためアナログ及びデ ィジタル両方式による

大容量同軸ケーブル伝送方式が商用に供されているが,近 年,性 能,信 頼性

等あらゆる面で進歩の著 しい光 ファイバケーブル伝送方式が実用化の段階を

迎えている。

また,今 後のデ ィジタル網を形成する上での基本技術である網同期方式 と

デ ィジタル同期端局装置も実用化 されている。
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1デ ィジタル伝送方式

(1)デ ィジタル中継伝送方式

デ ィジタル伝送方式は,音 声 はも とよ り画像通信,デ ータ通信等 の多様 な

情報を経済的かつ高品質で伝送 できる特長を有 してお り,デ ィジタル1次 群

(1.544Mb/s)か ら5次 群(397.2Mb/s)ま で のデ ィジタルハイア ラーキに

沿 った各種 の有線伝送方式が実用化 され てきた。

平衡対 ケ ーブルを用いたデ ィジタル伝送方式 としてはデ ィジタル1次 群 に

適用す るPCM-24方 式 があ り,我 が国初 のデ ィジタル伝送方式 として集 中

局 ～端局等 の近距離 回線に使用 され てきたが,56年 度 には諸機能の向上 を図

ったDP-1.5M方 式 が実用化 された。

標準同軸 ケー ブルを用いたデ ィジタル伝送方式 としては,中 ・短距離 区間

に適用 され るDC-100M方 式(電 話1,440回 線 又 は4MHzテ レ ビ15回 線)

の実用化に続 き,デ ィジタル伝送方 式 としては世界最大の伝送容量を持ち,

長 距離区間に適用 され るDC-400M方 式(電 話5,760回 線 又は4MHzテ

レ ビ60回 線)が51年 度 か ら商用 に供 されてい る。また56年 度にはDC-100M

方 式 の改良方式であるDC-100M-R方 式 の実用化が進め られ てい る。

一方
,網 としてのデ ィジタル化を推進す るため,53年 度 には網 同期方式及

びデ ィジタル1次 群 レベルを同期化 し新 データ網サ ービスを提供す るための

デ ィジタルデータ伝送方式が実用化 された。また,56年 度 にはデ ィジタル中

継線交換機 と組み合 せて電話網の本格的なデ ィジタル化を行 うために,デ ィ

ジタル2次 群 レベルで同期多重変換を行 う市外系 デ ィジタル同期端局方式が

実用化 された。引 き続 きデ ィジタル加入者線交換機 と組み合わせ,市 内中継

網のデ ィジタル化を 目的 とした市 内系デ ィジタル同期端局方式の実用化 が進

め られている。

(2)デ ー タ伝送方式

デ ータ通 信システムの構成に当たって,デ ータ端 末 装 置 とコンピュータ

間,あ るいは,コ ソ ピ凸一タ相互 間でデータの送受信 をいかに能率 よく行 う
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か が重要 な要素 となってお り,デ ータ通信 システ ムの多様化,取 り分け端末

の多様化 に伴 って50b/s～ 数10Mb/sと い う広範 囲な 速度 でのデ ータ伝 送が

要求 され ている。

電電公社で は,デ ータ回線の高速化 ・経済化を図 るため,各 種デ ータ伝送

方式 の開発を進め ている。従来 のデ ータ伝送は,変 復調装置を用いた アナ ロ

グ伝送方式 によっていたが,現 在,端 末 まで の全区間をデ ィジタル構成 で伝

送す るデ ィジタルデータ伝送方式が実用化 されてい る。 この方式 は,局 間伝

送路 としてPCM-24方 式,DC-100M方 式 等 のデ ィジタル伝送方式 のほ

か,DAT方 式(ア ナ ログ伝送路に よ り,デ ィジタル情報を伝送す る方式)

に ょ り,200b/s～48kb/sの デ ータ信号伝送す る ものである。

2光 フ ァイバ ケーブル伝 送方式

光 ファイバ ケーブル伝 送方式は,光 ファイバを伝送 媒体 とす るもので,①

直径0.1mm程 度 の光 ファイバ1本 で,同 軸 ケーブル芯 と同等あ るいはそれ

以上 の容量 の伝送がで きる,② 光 ファイバの直径 が細いので多心 ケーブルを

細径 で実現で きる,③ 低損失であるため中継 距離 が長 くで きる,④ 漏話が無

視 できる,⑤ 軽量 で可 と う性に優れ てい る,⑥ 電力線,電 気鉄 道等か らの外

部誘導を受け ない,⑦ 限 りあ る銅 資源を使用 す る必要 がない ことな ど,多 く

の特長を有 してい る。 このため,各 方面 で光 ファイバ,光 源であ る各種 レー

ザ,発 光 ダイオ ー ド,受 光器,中 継器,変 調器等 の研 究,実 用 化が進め られ

てい る。

電電公社においては,量 産化,経 済化 に適 した製造 法であ るVAD法 の 開

発をは じめ,1.3μm波 長帯 における極低損失(0.5dB/km以 下)の 多モ ー

ドファイバ及び1。5μm帯 におけ る損失が,0.2dB/kmを 下 回 る単一モ ー ド

フ ァイバ の試作,平 均損失0.1dB以 下 の新 しい融着接続技 術 の 開 発,800

Mb/sデ ィジタル伝送実験 の成功,1.3μm帯 半導 体 レーザの実 用化 等の成果

を上 げている。 このよ うな成果を踏 まえ,中 小容量 光 ファイバ伝 送方式 にっ

いては,53年 度 に都 内(唐 ケ崎一霞 ケ関一大手町一蔵前一浜町)の 約20km
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の区間において,54年 度 には よ り実用化 に近いかたちで川崎市内約18kmの

区 間において,そ れぞれ現場試験 が行われた。 これ らの試験結果を基に,56

年 度 に グレーデ ッ ド型光 ファイバ ケーブルに よ り都市内の電話局間を結ぶ32

Mb/sの 伝 送方式及び100Mb/sの 伝 送方式が実用化 され,更 に6.3Mb/sの

伝 送方式 の実用化が進め られ てい る。

また,将 来の基幹伝 送路 として,大 容量,長 距離区間に適用を予定 してい

る大容量光 ファイバ ケー ブル伝送方式について,単 一 モー ド光 ファイバ ケー

ブルを用いた400Mb/sの 伝 送方式 の現場試験が55年 度か ら行われている。

一方
,陸 上用の光 ファイバ ケーブル伝送方式 の開発 と並行 して,海 底光 フ

ァイバ ケーブル伝送方 式の開発 も進め られてお り,1.3μmの 長波長帯の光

源を用 い,1.5～400Mb/sの デ ィジタル信号を無中継 で伝送可能な方 式及 び

400Mb/sの デ ィジタル信号を 海底区間で中継伝送す る 方式の研究が行われ

ている。

また映像信号(4MHzカ ラ ーTV信 号)を 伝送す る光 ファイバ ケー ブル

伝送方式の開発が進め られ,57年 度 に実用化 された。

このほか,光 ファイバ の広帯域特性を活用 した波長多重伝送方式等の研究

が進め られてお り,明 るい見通 しが得られてい る。また,加 入者系への適用

について も研究が進め られてい る。

国際電電におい ては,将 来の国際通信用幹線伝送路 として期待され てい る

長距離光海底 ケーブル方式の研究開発を進めている。 目標 として シ ス テ ム

は,最 大方式長1万km,伝 送 速度約300Mb/sで,最 大3サ ブシステム実装

が可能な もので,伝 送容量 は電話換算4,000回 線 か ら12,000回 線 であ る。

この開発の一環 として,光 海底 ケーブル,光 海底 中継器の試作 を行 い,相

模湾においてケーブルと中継器 の布設回収実験を実施 した。

また,57年 度 に予定 してい る2中 継,約50kmの 光 海底 ケーブル方式第一

次海洋実験用光海底 ケーブル,光 海底中継器,光 端局な どの試作 を行 った。
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3ア ナ ログ伝送方式

(1)通 信用ケーブル技術

平衡対ケーブルに関する技術については,細 心化,多 対化,伝 送特性及び

信頼性の向上等を図る観点から開発が進められてお り,こ れまで,紙 絶縁の

スタルペスケーブル,ポ リエチレン絶縁の市内CCPケ ープル,発 泡ポ リエ

チ レン絶縁の中継PEF-LAPケ ーブル等が実用化されている。この うち,

主に地下 き線に使用されるスタルペスケーブルは,今 後の非電話系サービス

に対しては漏話特性からくる心線収容制限等の面で制約がある。このため,

55年度には高発泡ポリエチレンを用いて絶縁被覆の薄肉化,漏 話特性の向上

を図った市内PECケ ーブルが実用化された。

一方 ,同 軸ケーブルについては,陸 上の大容量伝送路に用い られるものと

して,CCITT規 格にもとついた95mm同 軸ケーブルと4.4mm同 軸ケー

ブルが実用化されている。

また,海 底の大容量伝送路に用いられるものとしては,浅 海部に使用され

る鉄線外装付25mm海 底同軸 ケーブルと深海部に使用される無外装の38mm

海底同軸ケーブルが実用化されている。

(2)伝 送 方 式

平衡対ケーブルに適用す る多重化伝送方式としては,音 声12回 線を二対の

平衡対で双方向伝送するT-12SR方 式があ り,集 中局～端局間等の近距離

回線に適用されている。

また,平 衡対ケーブルを用いて4MHz帯 域の白黒及び カラーテ レビ信号

をベースパン ドで中継するための方式 として,中 継器の伝送特性の改善によ

り適用距離の延長を図ったITV-4M方 式が実用化されている。

陸上同軸ケーブル方式としては,4MHz方 式(電 話960回 線),12MHz方

式(電 話2,700回 線)及 び60MHz方 式(電 話1万800回 線又は4MHzテ レ

ビ9回 線)等 が導入されている。

海底同軸 ケーブル方式としては短距離用のCS-10M方 式(電 話900回 線)
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第2-7-13図 同 軸 ケ ー プ ル 方 式 の 開 発 経 過
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及 びCS-36M-S方 式(電 話2,700回 線),並 び に長距離方式 のCS-36M

-D2方 式(電 話900回 線 及び カラーテ レビ2回 線)及 びCS-36M-D1

方 式(電 話2,700回 線)が 現在 までに実用化 されてい る(第2-7-13図 参

照)。

国際海底 ケープル としては,CS-5M方 式(4kHz電 話換算480回 線)

が 日本 ・中国間 ケーブル(苓 北一南雁間870km,51年10月 完 成)及 び沖縄 ・

台 湾間 ケーブル(沖 縄一頭 城間680km,54年7月 完成)に,CS-12M方 式

(3kHz電 話1,200回 線)が 沖縄 ・ル ソン ・香港 ケーブル(沖 縄一ル ソンー 香

港 間2,200km,52年8月 完成)に,CS-36M-DR方 式(4kHz電 話 換

算2,700回 線)が 日本 ・韓 国間ケーブル(浜 田一釜 山間290km,55年11月 完

成)に 実用 され てい る。 これ らの うち敷設ル ー トの浅い 日本 ・中国間 ケーブ

ル及び 日本 ・韓 国間 ケーブルでは海水 の温度変化 によるケープル減衰量の変

化 を 自動的に補償す る自動利得調整機能付中継器が採用 され ている。
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4デ ィジタル交換

近年,電 話の普及に伴 う電話サービスの充実に加え,フ ァクシミリ通信,

データ通信等非電話系サービスの提供やコンピュータの効率的な利用に対す

る社会的要請が強くな りつつあり,こ れにこたえ得る通信網の高度化が重要

な課題 となっている。

このような背景から電電公社は,将 来の情報化社会に適合す る通信システ

ムの実現を目指した高度情報通信システム(INS)の 検討を進めてお り,

この中で網の中核 として重要な役割を果たすデ ィジタル交換機について積極

的に実用化を進めている。

交換機のデ ィジタル化によりデ ィジタル伝送路と一体 となって,通 話品質

の向上及び網全体の経済化を図ることができるばか りでな く,加 入者線のデ

ィジタル化により,高 速非電話サービスの提供あるいは電話と非電話サービ

スの同時提供 といったサービス面での利便向上が期待できる。

このようなデ ィジタル交換機について電電公社では大局用の中継線交換機

であるD60形 自動交換機の商用試験を56年 から4局 で順次開始 し,57年 末に

は大手町局で最初のサービスを開始する予定である。

引き続き,加 入者線交換機及び中継線交換機機能を併せ持つD70形 自動交

換機の商用試験を57年 から全国で開始 し,58年 末には先行局のサービスを開

始する予定である。

一方,こ れらの技術をベースとしINSに 向けて必要 となるディジタル加

入者線用インタフェースを持ったデ ィジタル加入者線交換機をはじめ,通 信

処理用関門交換機能を有するデ ィジタル中継交換機,音 声蓄積サービス用の

通信処理装置等の技術の確立を進めてお り,こ れ らの交換技術をは じめ,各

分野にわたる新しい技術を確認す るため,電 電公社では57年度よ り東京,三

鷹地区を中心にINSの モデルシステムを実際に構築し調査を進めることと

している。

国際電電では,近 い将来の本格的な国際デ ィジタル通信網時代に対応する
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た め,新 型 の国際電話関門局用 デ ィジタル交換機IDS(lnternationalDis-

tributedSwitchingSystem)の 研 究開発を進めている。

これか らの国際交換機には,サ ービス中断 の生 じない高 い信頼性 と,規 模

の拡張 と機能の拡充 に対す る高い柔軟性 が,ま す ます要求 され る。 この よう

な要求条件を満足 させ るためIDSで は近年発達 の著 しいマイ クロプロセ ッ

サ及び高速大容量 メモ リ等を,各 種信号方式 に対応 した呼処理 モジュール並

び に複数の通話スイ ッチモジ ュール等の多数 の機能別モ ジュールに分散 して

適用 し,こ れ らのモジ ュールを適宜組 み合わせ て柔軟な システムの構成がで

きるよ うに している。 このよ うに機 能の分散 と負荷の分散 を徹底 して図るこ

とによ り,全 システムダ ウンを起 こ りに くくし,増 設や機能 の拡張を容易に

す る とともに,ソ フ トウェアを単純化 しその作成並びに保守 を容易にするな

どの特長を発揮で きるようにしてい る。

IDSの 試 作は既に完了 し,基 本動作試験 を行 って新 しいシステム構成 の

実現性を確認 した。同時 に信号方式 としてCCITTで 最近標準化 されたNo.

7方 式 を本試作 システムに実装 しそ の実証実験 も行 った。

第6節 デ ータ通 信 システ ム

1デ ータ交換網

デ ータ通信 の発展に伴い,デ ィジタル情報 を経済的に高品質,高 速 で任意

の相手 と交換 したい とい う需要が年 々高 まってい る。

これ に対 し,電 電公社では54年12月 か ら回線交換サ ービスを4都 市 で開始

し,55年7月 か らパ ケ ッ ト交換 サー ビスを7都 市で開始 した。サ ービス提供

地域の拡大 に対す る利用者要望 に応え るため,57年3月 には回線交換 サー ビ

スを19都 市 に,パ ケ ッ ト交換サー ビスを30都 市に拡大 した 。また,新 しいサ

_ビ ス として,パ ケ ヅ ト交換サ ー ビスの端末接続手順 の拡大,着 信課金機能

及び回線交換サ ー ビスの グループ形閉域接続機能 の追加 を57年6月 よ り実施
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した 。

国際電電 において も,CCITT標 準 のネ ッ トワーク ・プロ トコルを採用 し

た国際 パケ ッ ト交換 シス テムを建設 し,米 国,英 国,フ ランス,西 独及び ス

ペイ ンとの間で,57年4月 よ り国際公衆デ ータ伝 送(VENUS-P)サ ー ビス

を開始 した。また,国 内パ ケ ッ ト交換網 との相互接 続 も57年9月 よ り可能 と

な った。

外国の コンピュータに蓄積 されてい る文 献情報,経 営情報等 のデータベー

スを我が国の端末か ら検索す るための国際 コンピュータ ・ア クセス ・サ ービ

ス(ICAS)は 米 国を対地 として,55年9月 か ら開始 されてい るが,同 サ ー ビ

スの欧州諸国への対地拡張が57年4月 に行われた。

郵政省では,行 政 管理庁 と協 力して,行 政機関が共同利用す るデ ィジタル

網(行 政デ ータ網)の 基礎 的な研究 を,55年 度 か ら 開 始 し た。 この研究で

は,60年 代 での利用 を想定 して,通 信衛星回線を用いて構築す るシステムに

ついて検討が進め られてい る。

2情 報処理技術

(1)ハ ー ドウェア

ア.本 体系装置

コンビ凸一タは,半 導体技術の進歩を背景として,急 速な性能向上 とコス

トの低下を果たしてお り,汎 用機種の場合,こ の15年 間で演算速 度 は20倍

に,主 記憶装置のコス トは70分 の1に なっている。

従来は主 としてLSI等 の素子技術の進歩により,演 算速度の高速化を実

現してきたが,今 後は,先 回 り制御,並 列処理方式等の高速演算式の開発が

課題 となっている。

記憶装置は,高 速ICメ モリと低速ICメ モリとで主記憶を構成するとい

う記憶階層方式が一般の大型機で採用されている。ここしばらくは,こ のよ

うな記憶階層が存続すると思われるが,ICメ モリの低価格化に伴い,近 い

将来,高 速大容量のICメ モリのみで主記憶装置が構成される可能性がある。
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また,主 としてマイクロプログラムに よ りオペ レーテ ィングシステムの一

部又はその他のルーチンをハ ー ドウェアとして実現す るファームウェア化が

進んでいる。これはハ ー ドウェアよ りは機能 の追加,変 更に対す る融通性が

大 きく,ソ フ トウェアよ りは高速処理がで きる特徴を有 している。

コンピュータが社会経 済活動 のあらゆ る分野 に浸透 して くるのに伴い,シ

ステムに対す る高度の信頼性が要求 され るようにな りつつ ある。このため,

ハ ー ドウェアに高度の障害検 出,防 止機 能を持たせ るとともに,オ ソライ ン

中でも保守診断が可能な保守試験 プログラムが開発 されている。 また,こ れ

らの保守診断を遠隔地か ら行 う遠隔保守 診断 システ ムも一部商用 に供 されて

いる。

イ.通 信制御処理装置及びフ ァイル制御処理装置

情報処理機能 の分散化傾 向を反映 し,従 来,中 央処理装置 で行 っていた通

信制御機能及び ファイル制御機能 を個別に実行す る通信制御処理装置及び フ

ァイル制御処理装置 の開発 が進 められてい る。

通信制御処理装置は,メ ッセージ レベルまでの処理を行 うものであ り,複

数 の回線 を収容 し,端 未装置及び通信回線の制御や誤 り検 出 ・訂正を行い,

メ ッセ ージのチ ェック,記 録等 の機能 までを有す るものである。

また,フ ァイル制御処理 装置 は,ま す ます大容量化す るファイル系 の制御

を分担する ことに よ り,フ ァイルの効率的管理 を行 うほか,大 規模 データベ

ースの効率的,経 済的な実現に大 きな威力を発揮す る もの と考 え られ る。

ウ.周 辺 装 置

周辺装置 は,大 別 して ファイル記憶装置 と入出力装置に分け られ る。

ファイル記憶装置 については,高 速化 ・大容量化が進め られ てお り,1ギ

ガバイ ト級 の磁気 デ ィス ク記憶 装置や1台 当た り数十～数百ギ ガバ イ トの超

大容量 磁気記憶装置 の実用化が進められ てい る。また,高 密度化,小 形化に

よる経 済化 を図った数百 メガバ イ ト級 の小形の磁気 デ ィスク記憶装置 の開発

が進め られ ている。

入出力装置 は,更 に,高 速化 を 目指す とともに,マ ンマシンィ ンタフ ェ_
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スの改善 を 目指 し,文 字 ・図形 ・音 声等に よる入 出力装置 の開発 が進め られ

てお り,音 声応答装置及び音声認識装置が導 入されっっあ るほか,漢 字 入出

力について も一層 の高速化,高 品質化が図 られ,15,000行/分 以上 の高速漢

字 プ リンタ等 が出現 してい る。

(2)ソ フ トウ ェア

ア.デ ータベース技術

デ ータの大容量化及び相互関係 の複雑 化に伴い,よ り効率的で使いやすい

高度なデ ータ管理機能 の必要性が高 ま り,複 雑,大 量 のデ ータを一 元的に管

理 して解決 しようとす るデ ータシステ ムの実 用化が進んでい る。

この種 システムの実現に 当た って,デ ータの蓄 積についての物理 的配置や

論理 的関係づけを行 うデータベ ース定義機能,デ ータの検索,更 新及び加工

を行 うデ ータベース操作機能等を備えたデ ータベ ース管理 システ ム(DBMS)

の 開 発が進め られ ている。

イ。 ソフ トウェア作成及び維持管理 の効率化

ソフ トウェア量 の飛躍的増大,保 守費 の急増,プ ログラム要員不足等 の要

因に よ り,"ソ フ トウェアの危機"が 叫ばれ てお り,プ ログラムの 生産 性向

上及び維持管理 の効率化が重要 となってい る。

このため,シ ステム開発用に処理効率 の良い,き め細か な処理 も記述可能

な高水準 言語 の開発を始め として,ス トラクチ ャー ドプ ログラ ミン グ等 のプ

ログラム開発技法,ド キ ュメン ト作成 システム等 の開発及び運用が行われ て

い る。また,遠 隔地 の端未か らプ 冒グラム作成を行 うリモー トデバ ッグシス

テ ムや,1台 の コンピュータで同時 に複数 の仮想 コン ビ曲一タを作 り出す仮

想 計算機 システム(VM)が 開 発 され ている。

ウ.ネ ットワーク ・アーキテ クチ ャ

最近 のデー タ通信 システムは,各 種資源 の分散及び共用,シ ステム全体 と

しての価格性能比 の向上等 をね らい とした ネ ッ トワー ク化 の進展が著 しい。

しか しなが ら,複 数 の電算機,端 未 な どを通信回線で結合 して効率的な デー

タ通 信網 を構築す るた めには,そ の構成方法,通 信規約(プ ロ トコル)の 標
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準 化等多 くの問題 を解決 しなければならない。

これ らの問題 を個 々のシステム対応ではな く,統 一的に解決す るネ ッ トワ

ー ク ・ア ーキテ クチ ャの技術開発 が進め られてい る。

この具体的 な動 ぎとして,郵 政 省では 「汎用 コソピュータ ・コ ミュニケー

シ ョン ・ネ ットワー・ク ・プロ トコル(CCNP)」 の開発を進め,55年 郵 政 省告

示 として発表 した。

これは コンピュータ間通信を広 く国家的立場か ら検討 し,国 際通信網 との

接続等 も考慮 した標準的な プロ トコルの確立 と普及 とを 目的 とした ものであ

る。

そ の特徴は,次 の とお りであ る。

① 異機種 コンピュータ及び端末相互間 で資源の共用 が可能 であ る。

② 公衆パ ケッ ト網 との整合が考慮 され てお り,公 衆パケ ッ ト網の持つ誤 り

制御機能,フ ロー制御機能,送 達確認機能等を活用 し経済化が図れ る。

③ 各 レベルのプ ロ トコルは,他 の レベルの プロ トコル と独立に変更,拡 張

が可能であ り,ア プ リケーシ ョン指 向の機能追加が容易 である。

また,レ ペルの構成及び各 プロ トコルの概要を第2-7-14図,第2-7

-15表 に示す。

これ に先立ち,電 電公社 では,52年 度 当初 よ りDCNA(DataCommuni

第2-7-14図 レベル構成とプロトコル
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第2-7-15表 各レベルのプロトコルの概要

レ ベ ル 主 な 機 能

情報処理 レベル

プ ロ セ ス 間

通信処理 レベル

パ ケ ッ ト レベ ル

科学技術計算等の業務ごとの処理,端 末の入出力装置へのデータ

入出力処理等

異 な る ホ ス トコ ン ピ ュー タ(あ るい は 端 末)内 に 存 在 す る プ ロセ

ス 間 の論 理 的 な通 信 路 の設 定 ・解 放,デ ー タ ・フ ロー制 御,メ ッ

セ ー ジ転 送,仮 想 端 末 制 御 ネ ッ トワー ク管 理 等

パヶット交換網を介 して結ばれた二つのノー ド*間 のパケット転

送制御

リン ク レ ベ ル 隣 接 ノ ー ド*問 の トラ ンスペ ア レ ン トな 転 送 制 御

物 理 ・ベ ル 曄 媒体の電気的 吻 理融 希咀御

*デ ー タ通 信 網 の構 成 要 素 で あ り
,デ ー タ端 末 コ ン ピ ュ ー タ等 を い う。

cationNetworkArchitecture)と 呼 ばれ る汎用 ネ ッ トワーク ・ア ーキテ ク

チ ャの開発 を,メ ーカ各社 との共同研究の下 に進めてい る。

53年 度 には,論 理的 モデ ルを定めた基本概 念,デ ータ リンク レベル ・プロ

トコル,ト ランスポー トレベル ・プロ トコル,機 能制御 レベル ・プ ロ トコル

及び仮想端未 プ ロ トコルがDCNA第1版 としてま と め ら れ た。54年 度 に

は,第1版 の機能拡充 とファイル転 送/ア クセス ・プ ロ トコルの追加等 を行

ったDCNA第2版 が,更 に55年 度 には第2版 の機能拡充並 びにジ 。ブ転送

プ ロ トコル及びデ ータベ ースア クセス ・プロ トコルの 追加 を行 ったDCNA

第3版 が まとめ られ,当 初予定 した開発 を終 了 した。

DCNAは さ らに,将 来 のインフ ォメーシ ョソ ・ネ ッ トワー クシステムの

構築に向けて,符 号,画 像,音 声等複数 の通信形態が混在す るデータ通信網

に適用で きる よう,55年 度 か ら機能拡充 の検討が進め られ てい る。

(3)機 密 保 護

コンピュー タが社会活動 の中で ます ます重要性を高めてい く中で
,コ ンビ

凸一タシステムの安全対策が大 きな関心を呼んでい る。取 り分け,今 後のネ

ッ トワーク化 の進展 とともに,一 層 システムの大規模化,広 域化,分 散化が

進む と予想 され,従 来 の閉鎖的 システムでは考 え られ ない ような各種 の事故
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や 障害が懸念 されている。

この よ うな事故 を未然に 防止す るため,セ ンタ,回 線,端 末にわた り,

DES(DataEncryptionStandard)方 式 に代表 され る暗号化方式をは じめ,

各 種の技術開発 が積極的に進 め られ てい る。

3デ ータ宅 内装置

デ ータ通信 システムの多様 化 ・高度化に伴 い,デ ータ宅内装置 は,単 な る

遠隔入出力手段 としての位置付けか ら,シ ステムを効率的に実現す るための

機能を付与 した高度な役割を持つ ものへ と発展 しつつあ る。技 術 的 に は,

LSIの 大 幅な採用 及び マイ クロプロセ ッサに よるプログラム制御方式の導

入,あ るいは漢字入 出力装置,光 学 式文字読取装置,図 形入出力装置,音 声

入出力装置等の開発 が積極的に進め られ てい る。

端末の制御回路技術 については,LSI技 術 の進歩 によ りマイ クロプ ロセ

ッサ と高集積 メモ リ素子 とを組 み合わせた プログラム制御方式が従来 の布線

論理方式に代わ って採用 され,小 型軽量化,低 価格化 に大 き く寄 与 し て い

る。さらに,多 様化 ・高度化す るユーザ の要望に対処す るため,メ モ リに書

換 え可能なRAM(RandomAccessMemory)を 採 用す ることに よ り,プ

ログラムを書 き換え るだけで種 々の業務に適用 で きる汎用の制御装置が実用

化 されサー ビスに供 されている。また,フ ァイル装置を有 し,シ ステム機能

の一部を も分散処理す る高度な端末 も実用化 され てい る。

基本的な出力機器である英数字 カナの シ リアルプ リンタとしては,母 形方

式にかわって ワイヤ ドッ トマ トリックス方式 のプ リンタが主流 とな りつつあ

り,各 種装置に適用 されている。

漢字の入 力方式 としては,タ ブ レッ ト式,漢 字 ドットコー ド式,バ ーコー

ド読取式 に加 えて,カ ナ漢字変換入力方 式が,出 力方 式 としては ワイヤ ドッ

トプ リンタ方式に加え,電 子写真式等の高性能 プ リンタが普及 しっっある。

光学式文字読取装置は,印 刷及び手書 きの数字,カ ナ及び英字読取 装置 が

実用化 され てお り,ド ッ トマ トリックス印字文字の読取 り等へ適用範 囲を拡
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大しつつある。

図形入出力方式 としては,簡 単な図形,漢 字が表示できるカラーデ イスプ

レイや直線や円のような線図形の取扱いが可能な図形入出力装置が実用化さ

れている。

また,利 用の大衆化を図るために利用老に とってより簡便な音声による入

出力の実用化が進みつつある。

第7節 画像通 信 システ ム

人間が家庭や社会で生活し行動す る中で感知す る情報は視覚によるものが

大半を占めていることから,画 像通信は,情 報流通メデ ィアの中で今後極め

て重要な分野を占めるものと考えられる。

このため,企 業を中心に急速に普及しているファクシミリ通信をはじめ,

画像情報の利用により多彩な効用が期待できる各種画像通信システムについ

て,開 発が進められている。

1フ ァ ク シ ミ リ

ファクシ ミリは,記 録通信として任意の文字や図形をそのまま伝送できる

ことか ら,漢 字を使用する我が国の国民生活に適したニーズの高い通信手段

として,画 像通信の中では早 くから実用に供されているメデ ィアである。

我が国においては,従 来,主 として専用線により特殊用途,官 公庁及び大

企業で用いられていたが,47年 度のいわゆる回線開放を機に公衆電話網を利

用したファクシミリが急速に普及しはじめた。最近では,中 小企業や商店に

まで事務合理化の手段 として広範に利用されてきてお り,電 話網利用ファク

シ ミリの設置台数は年平均50%を 超える伸びを示している。

機種別の設置台数についてみると,中 ・高速機のコス ト低下 と利用者の高

速化に対する要望を反映し,近 年,中 一高速機の伸びが著 しい。

ファクシミリの国際標準化に関しては,CCITTに おいてG1機(6分 機・
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低 速機),G2機(3分 機 ・中速機),G3機(1分 機 ・高速機)及 びG4機

(公衆 データ網用)に 分類 して審議 されている。G1機 及びG2機 について

は,そ れ ぞれ,1968年 及 び1976年 のCCITT総 会 で勧告化 され た。G3機 に

ついては,1次 元符号化方 式 としてMH(Modi丘edHuHman)符 号化方式,

2次 元符号化方式 としてMR(Modi丘edREAD)符 号 化方式 を用 いること

を含め て1980年 のCCITT総 会 で勧告化 され た。

これを受けて,郵 政 省では国内標準化 のた め推奨通信方式 を取 りまとめ,

56年12月 に 告示 した。

なお,今 会期(1981～84年)で はG4機 の勧告化が主 要 課 題 とな ってい

る。

G4機 は,端 末端末間 の基本的な ファクシ ミリ通信の他,将 来はテ レテ ッ

クス端末 との通 信,あ るいはテ レテ ックス機能を兼ね備 えた ミックスモ ー ド

通信 も想定 され,こ れ らの端末 との端末定数,プ ロ トコルの共通化が望まれ

ている。G4機 の標準化 は,国 内的には郵政省に設置 され てい る通信 システ

ム研究会において,電 電公社,国 際電電,通 信機 械工業会等 の協力を得て進

め てお り,G4フ ァ クシ ミリ端末 の備 えるべ き機能 につ いて,及 びテ レテ ッ

クスプロ トコルをベ ースに したG4フ ァクシ ミリ ・プ ロ トコル について寄書

を取 りま とめ,CCITTSG田 会 合に提案 した。同会合で は,G4機 の符号

化方式 については基本的にMR方 式を採用す ることで合意 され,更 に解像度

についてはG3機 とコンパテ ィブル とす る意見 と,ミ ヅクスモ ー ドを考慮 し

てテ レテ ックス とコソパテ ィブル とす る意見 があ り継続検討 となった。

G4フ ァクシ ミリの高級機能 の一つ として写真 のよ うな中間調画像 の伝送

が想定 され る。中間調 画像 の表現法 として1画 素 ごとに 白黒だけでな く中間

調 の レベル も再 現す る方法 と1画 素 ごとには白黒 のみであ るが,あ る単位面

積 での 白黒画素の割合 を調整 し擬似的に中間調を表現す る方法(デ ィザ法)

が 考え られ る。いずれ の方法 も送 るべ き情報が増え一般 的には伝送時間が長

くな る。 しか しデ ィザ法は従来 の ファクシ ミリで も容易に実現 できる利点を

有す る。国際 電電 では,こ のデ ィザ化 された ファクシ ミリ信号を高能率に伝
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送するため,G3機 の国際標準方式であるMR方 式をベースにした新 しい符

号化方式を考案 した。この符号化方式を用いることにより白黒画像 として伝

送する場合とほぼ同程度の時間で中間調画豫を送ることができることを確認

した。

端末技術については,高 速化の要望 と半導体技術の急速な進歩によって,

固体走査方式が主流 となっている。送信走査系では,CCD(電 荷結合素子)

を用いた固体走査が主 として用いられているが,近 年,密 着形イメージセソ

サ と発光ダイオードアレイを用いた固体化光源とを組み合せた方式も実用化

の域に達している。また,記 録方式は各種の方式が実用に供されているが,

中 ・低速機では放電記録,感 熱記録及び通電感熱記録を,高 速機では静電記

録,感 熱記録を用いる傾向がみられ,最 近ではDOD(DotonDemand)

方式によるインクジェット記録の研究も進められている。

さらに,既 存の標準的なファクシミリ端末では,多 様化す る要望に対して

は質的には十分といい難 く,高 速化 ・高精細化 ・多階調化 ・カラー化等が検

討されてお り,こ のため重要な光電変換技術,記 録技術,符 号化等の基本技

術並びに,端 末のインテリジェン ト化の開発が進んでいる。

また,電 電公社においてはファクシミリ通信の普及を図る見地から,操 作

が簡単で低廉な小型端末機 と,同 報通信,自 動受信等 ファクシミリ通信に適

した多彩なサービス機能を有するネットワークとを一体 として開発を進め,

それぞれ 「ミニファクス」及び 「ファクシミリ通信網サービス」 として56年

9月 からサービスを開始した。このシステムでは,現 在の電話網にファクシ

ミリ信号の冗長度抑圧及び蓄積 ・速度変換等の機能を 有 す る蓄積変換装置

(STOC)を 設置することにより多彩なサービス機能の実現が可能 となって

いる。また,蓄 積変換装置相互間は高速デ ィジタル伝送路を使用 し,伝 送路

コス トの低減化を図っている。

さらに,A4判 端末の接続,親 展通信などの長時間蓄積サービス,セ ンタ

エン ド形通信サービス等,新 たなサービスの提供 と経済的な地域拡大を図る

ため,新 たに大容量の蓄積変換装置(STOC),フ ァクシミリ信号変換制御装
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置(FCAP),フ ァ クシ ミリデ ータ変換接続装置(FDIC)等 の 開発 を進め て

い る。

2映 像 通 信

テ レビ受像機 とプ ッシュホ ン等 を組み合せた端末か ら,電 話網を介 して画

像 センタにア クセス し,情 報検索 ・案内等の社会生活 に必要な情報 を得 る会

話形画像情報方式 の開発が,先 進諸 国で進め られ てい る。我が国では,電 話

回線利用 のキ ャプテンシステム及び広帯域回線利用 の画像応答 システム(V

RS)に つ いて,そ れぞれ実験 が行われてい る。

キャプテンシステ ムは,電 話 回線を利用 して文字図形等 に よる豊富な情報

を提供す るシステムであ り,郵 政省 と電電公社が関係各方面 の協 力を得て準

備を進 め,54年12月,東 京23区 内の約1,000端 末 のモ ニタを対象 とし,実 験

サ ービスを開始 した。システムの運用は,54年2月 に設立 された財団法人キ

ャプテンシステ ム開発研究所が行 っている。実験サ ービスに必要な情報につ

いては,多 分野にわたる約200団 体 の情報提供者 の協 力を得 てお り,蓄 積 画

面数は56年3月 には約10万 画面に達 している。

モニタを対象 とした アソケー ト調査 に よれば,50%以 上 の高い利用意向が

示 され てお り,実 用化時期 も半数以上が2～3年 以内を希望す るな ど,好 評

を もって迎え られ ている。 さらに,56年8月 か らは,モ ニタ,情 報提供者等

の要望を踏 まえ,ハ ー ドコピー装置 の付加等利用者端末機能の充実,情 報提

供者宅か ら簡 易情報入力端末に よ り画面 の入力 ・更新 を可能 とす るな ど情報

入 力機能の充実,外 部 センタとのオンライ ン接続等,各 種機能の拡充 を図 る

とともに,蓄 積情報画面容量 を20万 画面 と倍増 し,モ ニタ数 も2,000端 末 と

して実験 サー ビスを行 っている。さらに,簡 易動画,メ ロデ ィー音,ハ イブ

リッド伝送方式等 の機能を確認す る とともに,商 用 システ ムの開発が進め ら

れている。

諸外国において も,英 国郵電公社の 「プレステル」(54年3月 商用開始)

を は じめ,フ ランスの 「テ レテル」,西 独の 「ビル トシル ムテキス ト」,カ ナ
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ダの 「テリドソ」等,各 種 システムの開発が積極的に進められている・

なお,公 衆電話網を利用した会話形画像情報方式の国際標準化 に つ い て

は,CCITTに おいて1978年 か ら「ビデオテックス」 と称 して審議が行われ,

1980年 の総会で基本的事項について勧告化された。一方,画 像応答 システム

は,広 帯域回線を利用して静止画,動 画,音 声等の豊富な情報を提供す るシ

ステムであ り,電 電公社が52年 から都内約120端 末を対象に実験サ ービスを

実施 している。この間,情 報入力 ・更新機能の充実及びファイルの大容量化

を目的として画像 ・音声ファイルのデ ィジタル化を行 うなど,シ ステム機能

の向上,拡 充を図ってきてお り,今 後の進展が期待される。

テレライテ ィソグは,電 話回線を用いて音声と手書情報の2種 類の情報を

同時に伝送する新 しい通信サービスであ り,通 常の電話及びファクシミリが

満たしえない需要を満たす可能性を持っている。

我が国では行政用オーデ ィオグラフ ィー(郵 政省),ス ケッチホン(電 電

公社),レ ターホン(KDD)等 が既に発表されてお り,当 面,専 用線への

適用が検討されている。国外での例としては,「テレボードシステム」(フ ラ

ンス),「 スクライボホン」(オ ランダ)等 があ り,前 者は既に 実用化されて

いる。CCITTで はこれらの通信サービスを 「テレライテ ィソグ」 と命名 し,

その通信方式の標準化の作業を始めている。

テレビ電話は電気通信の未来像の1つ として期待され,以 前から世界各国

が開発に力を入れてきた。我が国で も45年の万国博で利用されたのを始めと

して,47年 にはグループタイプのテレビ電話が試行され,49年 には東京一大

阪間で大規模なモニタテス トが実施された。このような実用化努力にもかか

わ らず,従 来のアナログ技術に基づいた方式では,テ レビ電話の効用に比ベ

サービス実現に要するコス トが高 く,現 在のところ普及の傾向にない。しか

し現段階での普及は難 しいとしてもテレビ電話が電気通信の未来像であるこ

とに変 りなく,各 種機能の充実,経 済化等システム全般にわたる技術開発,

検討が継続して進められている。

テ レビ会議は,遠 隔地で臨場感をもって会議が行えるものであ り,交 通の
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代 替,省 エネルギーに貢献 する ものとして,そ の実用性は高い と考 え ら れ

る。我が国では,電 電公社に よ り51年5月 か ら57年1月 まで,世 界 で最初の

カラーテ レビ会議 システ ムがモ ニタテス トとして東京一大阪間で 実 施 さ れ

た。利用者 の意 向等を取 り入れ,利 用者宅内の会議室等に容易に設置で き,

か つ,伝 送 路を多端末で共用す るなど,シ ステム全体 として経 済化 を図 った

新 しいテ レビ会議方式の実用化が進 められてい る。

CCTV(ClosedCircuitTelevision)の 分 野では,45年 か ら電電公社の映

像伝送サ ービスが開始 されてお り,道 路交通監視 システム,外 国語 による有

線 テ レビシステム等 に用い られている。 このサ ービスは,比 較 的短距離区間

で使用 され る場合が多 く,当 初 は既設平衡対 ケーブルによる市 内区間のみ と

されていたが,51年 には,中 距離のニーズに こたえるため同軸方式 や,マ イ

クロ波方式 に よる伝送路を用いて市外伝送が可能 となった。現在,約500回

線 が利用 され てお り,延 べ回線距離 は約3,600kmと な ってい る。

一方
,画 像の光 フ ァイバ ケーブル伝送及びデ ィジタル高能率伝送技術 につ

いて も開発が進 め られ てお り,前 者 につ いては平衡対 ケーブルに比 し中継間

隔の増大,被 誘導妨害 の軽減が可能 のため逐時導入が進め ら れ て い る。 ま

た,後 老については電電公社において,4MHz帯 域 の カラーテ レビジ ョン信

号 をデ ィジタル信号 に変換 して高能率に伝送す る6.3Mb/s複 合差 分符号化

装置(TRIDEC)及 び32Mb/sフ レーム内差分符号化装置(32M-DPCM)

が実 用化 され,既 にTRIDECは 東 京～大阪間のテ レビ会議 システ ムに,ま

た,32M-DPCMは 一 般 の映像伝送サ ービスの市外区間に適用 されている。

現在,更 に これ ら装置 のLSI化 に よる経済化,品 質の向上を 目指 した検討が

行 われ てい るが,他 方,一 層の高能率帯域圧縮を行 う1.5Mb/s符 号 化装置

についても研究が進 められてい る。

国際電電 においては,イ ンテルサ ッ ト衛星 の1つ の トラン ス ポ ン ダ(36

MHz帯 域)で,4回 線 のニュース番組等及び2回 線 の高い 画像品質を要求

され る番組 を同時に,十 分な特性 で 伝送可能 な"15/30Mb/sフ レーム間,

フ ィール ド間 ・フ ィール ド内適応型予測符号化方式"の 研究を行 った。 この
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符号化方式は,最 近CCIRが 勧告 した分離符号化方式であるとともに,全 世

界のテレビ方式(525/50,625/50)に 適用可能である。上記目的に対し十分

な特性を有することが,理 論的並びにシミュレーシ 昌ン実験により確認でき

たので,本 方式による符号化実験装置の設計を行った。本実験装置の完成予

定は58年3月 である。

3テ レ テ ックス通 信

テ レテ ックス通 信は,文 書作成 ・編集機能を有す る通信装置を用い る文書

通信であ り,ワ ー ドプ ロセ ッサに通信機 能を持たせた もの といえ る。テ レテ

ックスは,従 来か らの記録通信 メデ ィアであ るテ レックス(加 入電信)と 比

べ,情 報 の伝送速度が速い こと,使 用 で きる文字数が 多い こと,伝 送す る文

書が ページ単位であ り,文 書体裁が優れ ている ことな どの情報 を有 している

ため,事 務用 の新 しい文書通信 メデ ィア として注 目され ている。

テ レテ ックスは,主 に ヨー ロッパ諸国 で開発が進め られ,CCITTで は,

1980年 の総会でテ レテ ックスの基本的 な網サ ー ビス,端 末及び端末 プ ロ トコ

ルに関す る勧告が行われ てい る。西独では,1981年3月 か ら試行運用を開始

し,82年3月 か ら商用サ ー ビスを開始 した。 このサ ー ビスは,回 線交換デ ー

タ網を用 い,テ レックスとの相 互通 信 が 可 能 となっている。 このほか,英

国,フ ラソス,カ ナダ,ス ウェーデ ン,ノ ル ウェー,フ ィンラソ ド等 も近 い

将来 のサー ビス開始を 目指 している。

我が 国においては,近 年 の 日本語処理技術 の進歩に よ り,日 本語 ワー ドプ

ロセ ッサ の普及が進み ,こ れに伴い,日 本語 の扱いが可能 なテ レテ ックスの

開発が期待 されている。CCITTで 標 準化 されたベ ーシ ックなテ レテ ックス

は,欧 文 を取 り扱 うもので あるため,郵 政省では,関 係機関の協 力を得て,

我 が国の通信網 の実態に適合 し,か つ利用者 の要求 に合致 した 日本語 テ レテ

ックスの標準通信方式の検討を56年 度か ら開始 した 。

テ レテ ックス とファクシ ミリは,当 面 は各 々の特徴を生か して独 自の分野

で利用 され るが,将 来 は両者 の融合形態が登場す るもの と予 測 され る。
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第8節 その他 の技術

1電 話 サー ビスの多様化技術

電話 の積滞解消 と自動即時化 を達成 した今 日,電 話サ ー ビスに対す る要望

は,従 来 の量的 なものか ら質的 なものへ と大 きく変化 し,ま す ます高度化 ・

多様化 してい く傾向を強めている。 このため電電公社では,電 話 の効用が一

段 と高 まる もの,公 共性があ り社会福祉 に役立つ ものな どを中心に,新 しい

電話サ ービスの実用化が進め られ てい る。

着信者 の利便向上を図るサー ビスとして,不 在中にかかってきた電話を前

もって指定 しておいた電話番号に 自動的に転送す る自動着 信転送サ ー ビスが

実用化 された。 また,迷 惑電話 で困 っている加入者の 自衛 策の一助 として一

っの電話 に対 して通常 の電話番号(主 電話番号)と も う一 つの番号(副 電話

番 号)を 与 えてお き,あ らか じめ電話機 か ら登録 してお くことによ り,主 電

話番号 に対す る着信には不在等 の案内を電話局 の トーキ ー装置か ら行い,副

電 話番号 の場合のみ電話機に接続す る二重番号サ ービスが実用化 された。ま

た,通 話料金の支払方法を利便化す るもの としては,ク レジ ッ ト通話サ ービ

スの実用化が行われた 。 クレジッ ト通話 は,通 話に先立 ち,登 録 した電話番

号 とクレジ ッ ト番 号を交換取扱者へ告げ るこ とに よ り,そ の通話料金は登録

した電話へ請求され るものであ る。

ハン ドフ リーで通話 できるス ピーカホンについては,プ ッシ凶ホンを対 象

に商用化 されているが,引 き続 き回転 ダイヤル式単独電話機及び ビジネスホ

ン,ホ ームテ レホン等 をスピーカホ ン化す るボタン電話形拡声電話装置が実

用化 された。

また,ワ ンタッチダイヤル機 能,オ ンフ ックダイヤル機能等,発 信の利便

化を図 った メモ リダイヤル電話機,更 に,制 御情報 のデ ィジタル多重 化によ

り,ケ ーブルの少対化 を図 るとともに,サ ー ビス機能 を向上 した新形 ホーム
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テ レホンが実用化された。

事業所電話サービスの向上として,電 話機数20台 ～50台 の領域において,

マイクロプロセッサの導入により,サ ービス機能が豊富でヶ一ブルの少対化

を図ったEK50形 ボタン電話装置が実用化された。さらに,現 行ボタソ電話

の適用領域においても同様にサービスの高度化,ケ ーブルの少対化を図った

EK24形 ボタン電話装置が実用化された。

公衆電話は,電 話のアウトドアサービスとして重要な役割を果 して きた

が,操 作性の向上を図るとともに停電時にも使用できる新ボックス形公衆電

話機が商用化され,ま た,現 行10円,100円 硬貨に加えカー ドによる通話が

可能な磁気カー ド式公衆電話機の実用化が進められている。

福祉社会に寄与するものとして,肢 体の不自由な人を対象に電話を利用し

やす くしたダイヤル補助装置,通 話補助装置等の肢体不自由老用電話機器が

実用化された。

2通 信網の信頼性向上技術

情報化社会の進展に伴い,電 気通信網の役割は社会活動及び国民生活の中

枢神経として極めて重要なものとなってきている。このため電気通信網は,

よ り高い信頼性が要求され,こ れに対処するため種々の技術的検討及び施策

が進められている。

電電公社においては,水 害,火 災等の災害により電話局の局内設備が被災

した場合,早 急に復旧を図るため,約1万 端子の局内設備に置き換え可能な

大容量可搬形電子交換機の実用化に引き続 き,交 換規模等の点から上記装置

では対処できない場合に備え,3万 端子程度の局内設備に置 き換え可能な非

常災害用電子交換機が実用化された。

また,特 定加入者への着信ふくそ うや,災 害時等における特定地域への電

話の異常ふ くそ うに対し,網 機能が最大限に発揮できるように,通 過する ト

ラピックを制御する トラヒック制御方式が実用化された。

伝送路については,市 外電話 トラピックの増大に伴い,大 束化 した伝送路
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の信頼性を向上するため,伝 送路障害時に り障回線を他ルー トへ自動的に切

り替えて復旧させる,伝 送路の多ルー ト化が進められてお り,更 に,災 害時

における通信の確保をはじめとした多様な通信に利用できる中容量国内衛星

通信方式の研究が進められている。

国際電電においても,地 域災害,ビ ル単位の災害等による国際通信の途絶

を防止するため,通 信施設の分散,伝 送路の多ルー ト化等を進めている。国

際電話及び国際テレックスについては東京及び大阪に国際中継交換機をそれ

ぞれ分散設置しているが,更 に東京地区に集中している通信疎通を災害の影

響が及ぼない地域(小 山市)に おいて分散処理 し,か つ需要増に効率的に対

処するための施策を推進している所である。国際伝送路については可能な限

り海底ケーブルと衛星とによる2ル ー ト化を図 り,相 互にバ ックアップする

こととしている。

3通 信用電源技術

電気通信 ネ ッ トワークの拡大 と質的高度化 に伴 い,通 信用電源 システムに

は,良 質で安定度の高い電 力を,経 済的に供給す る責務が一段 と増大 してき

てい る。また,省 資源 ・省エネルギーの見地 か ら,小 形 ・軽量 化や高効 率化

に対す る配慮 も強 く要望 され ている。

この ような状況の下 で,直 流供給方式については,給 電品質の向上 と給電

線 コス トの低減を図 った電圧変換直流供給方 式が実用化 された。 また,集 積

回路を大量 に使用 した通信装置 に,高 精度な低電圧直流電 力を供 給 す る た

め,変 換周波数を高 くした小形 ・高効率で信頼度 の高 いDC-DCコ ンバー

タの開発 が進め られ てい る。

高品質の無停電電源を供給す る交流供給方式に つ い て は,多 重 イ ンバー

タ,PWM(PulseWidthModulation)イ ンバータ及びCVT(Constant

VoltageTransformer)イ ンバ ータに引き続いて,経 済的 で効率の高い商用

同期式 インバ ータの実用化が行われ た。

また,商 用電源 の得難い地域において,経 済的で安定 な通信電源を得 るた
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め,既 に実用化されている太陽電池式電源装置に加えて,風 力エネルギーを

利用する風力発電式電源装置の開発を進めてお り,57年 度末から商用試験が

予定されている。

その他,災 害時における通信用電源確保対策として,小 形でヘ リコプター

による輸送が可能な可搬形ガスタービソ発電装置が実用化された。

さらに,大 規模化す るとともに複雑化 ・高度化する重要な通信用電源シス

テムを良好に維持管理するため,そ の保守作業を効率的に支援する新 しい技

術 も求められている。これに応えるため,無 人局の電力装置を遠隔で監視す

るシステムの開発や,設 備の有効利用 と維持管理の省力化についての調査研

究が行われている。

4通 信用土木技術

通信用ケーブル等を収容 し保護するための通信土木施設は,管 路,マ ンホ

ール,ハ ン ドホール,と う道等があ り,こ れ らは原則的に道路占用物件 とし

て公道内に埋設されている。これ らは過去において幾多の改良が加えられて

きた ものであるが,通 信事業の進展に伴 う量的拡大に加えて,光 ファイバケ

ーブル等の新しい技術の導入に伴って,今 後 とも経済性の向上,工 事の省力

化,信 頼性の向上,都 市内環境 との調和等を図る必要があ り,そ れ らに対応

した通信土木技術の開発が行われている。

電電公社では,通 信土木工事の省力化及び工期の短縮を図る技術 としてブ

ロック・マンホールが開発 され,レ ジンコソクリー トを用いた改築マンホー

ル,ハ ン ドホールについての導入が進められている。また,環 境 との調和を

図るため,開 削工法に代わ リトンネル施工で管路を築造する自動制御,計 測

技術を駆使 した最大掘進長150m程 度の小断面シール ド工法が開発され,更

に掘進長の拡大を図って,早 強性レジソモルタルを用いた 自動 ライ ニ ン グ

(覆工)方 式による新工法の開発が進められている。

その他に,崩 壊性地盤にも適用できる圧力平衡式シール ド工法の開発 も進

められている。また,大 都市 とう道内における災害防止や,作 業の円滑化等
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を目的 として,災 害の早期感知,設 備管理,入 出管理等が可能な,と う道管

理システムの導入が進められている。

近年,耐 震工学の進展は著 しいものがあ り,特 に,東 海地震の発生等も予

想されている中で,建 設省から新耐震設計法が提唱されている。通信土木施

設についてもこれによる耐震性の見直 しが行われ,管 路 とマンホールとの接

続部における信頼性の向上を図ったダクトスリーブが導入され,さ らに,不

等沈下にも対応可能な離脱防止継手の開発が進められている。

また,省 資源の面からは,掘 削発生土を改良して埋戻 し土に利用する発生

土埋戻し工法等の導入が進められている。

さらに,離 島問ケーブルや大容量国際海底ケーブルでは,ケ ーブル障害が

通信サービスに重大な影響を与えるため,障 害となった場合には,迅 速な修

復を行な う必要がある。このため,電 電公社及び国際電電においては,効 率

的な海底ケーブルの敷設 ・修理技術の開発を行っている。

敷設技術に関しては,航 行制御,ケ ーブル敷設 ・工事記録等をコンピュー

タで制御する敷設自動化システム及び水深200mま で埋設可能なケーブル埋

設機が実用化されている。また,従 来の海底ケーブルの埋設深度(約70cm)

を超えるような漁具の使用が増加してきたので,埋 設深度増大のための実験

並びに機器の試作が始められた。

修理技術に関しては,ケ ーブルの所在個所を効率的に探索可能なセンサえ

い行式ケーブル探索装置及び海底面上約1mを 走行する自走式ケーブル探索

装置の開発が行われた。また,埋 設されたケーブルの探線,捕 そく,引 揚げ

に関しては,既 開発の捕そ くセンサ付探線機に,更 に捕そくしたケーブルの

切断,保 持機能を付加するための試作が進め られている。

5電 波予報 ・警報

電波研究所は,太 陽 ・地球間に生起す る諸現象(太 陽電波,地 磁気,地 電

流等)を 常時観測し,ま た国内5電 波観測所(稚 内,秋 田,国 分寺,山 川,

沖縄)及 び南極昭和基地において垂直打上げ電離層観測を絶え間なく行って
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電波予報及び警報の的中率向上を図っている。最近,電 波予報を よりきめ細

か く行 う短期予報が要請 されてきた。これに対応するため,平 磯支所に新 し

い型の斜入射電離層観測装置(チ ャープサウンダ)を 設置し,西 独及び英国

との間で伝搬実験を行っている。さらに,人 工衛星を用いた観測にも力を入

れ,電 離層観測衛星(ISS-b「 うめ2号 」)に よって得た電離層臨界周波数

(foF2)の データを解析してfoF2の 世界分布図を作成し,現 在までに秋,

冬及び春を代表する世界分布図を印刷発表 した。これらは電波予 報 に 役 立

ち,国 の内外か ら高 く評価されている。

地球を取 り囲む電離圏は,短 波に対 して影響を与えるだけでな く,VHF

テレビジ昌ン電波やVHF～UHF帯 衛星通信電波にも影響を与える。そこ

で,新 しい研究項目としてスポラデ ィックE層 によるテ レビジョン電波の遠

距離異常伝搬の研究及び 衛星電波のシンチ レーション(ゆ らぎ),偏 波面回

転,伝 搬遅れ等の研究を行い,着 々と成果を上げている。

6周 波数,時 刻及び時間間隔の標準

時間及び周波数の標準は,物 理基本量の一つであること,更 に,ほ かの量

に比 し高精度化が実現されていることから,科 学,産 業,通 信,交 通,測 地

等多くの分野での利用 も高度化しつつある。この情勢の下で,電 波研究所で

の原子周波数標準及び 日本標準時の高確度化,標 準電波その他による高精度

な標準の供給法,国 際時刻比較法,時 間及び周波数の精密計測法等の開発が

ますます重要 となってきている。

56年度においては,セ シウム周波数標準器の高確度化のためのシステムの

改良を細部にわたって行い,10"13台 の確度達成の見通 しを得た。 また,高

精度の日本標準時を達成するため,マ ヨラナ効果を利用したメーザの自動同

調の実験により,実 用化のための有益なデータを得た。

また,標 準の供給に関しては,前 年度に引き続き,静 止衛星からの時刻及

び周波数標準の供給実験を,コ ード化時刻情報のテ レビジョン信号への重畳

による標準供給システムでCSを 利用 して行い,所 期の成果を得た。
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昨年度着手したスペク トラム拡散方式を用い.CSを 利用した高精度時刻

比較実験をCS主 局と小型地球局間で行い.時 刻比較精度1ns程 度を得,

また時刻比較確度も数nsで 行える見通しがついた。

7型 式検定 ・校正 ・性能試験

無線設備の機器の性能に対して定められた技術的条件を満足するか否かを

試験によって確認し,証 明するとともに,製 造技術の向上を図 り,能 率的な

電波監理の遂行に寄与するものに型式検定がある。

56年12月 に,従 来の中短波帯セルコール ・ブイの周波数の一部改正 と併せ

て新たに27MHz帯 セルコール ・ブイが検定対象に加えられた。また,57年

3月 から沿岸無線電話用無線機 も新たに追加 され,56年 度の処理件数は届出

件数(56件)を 含め,総 計257件 に達 した。合格率はおよそ90%で ある。

電子技術の急速な進展に伴い,受 検機器もます ます高度化,複 雑化の傾向

にあるので,こ れに対応した試験法や試験設備の改良充実はもちろんのこと

試験実施要員の日常の研さん等は,今 後とも更に重要である。

他方,同 年度における校正処理件数は61件 に達 した。無線局検査用測定器

をはじめ,型 式検定用,一 般産業用,そ の他の無線測定器の校正も,無 線機

器の性能維持のためには欠くことのできない業務で,校 正範囲の拡大と充実

は,ま すます重要となってきた。このほか,雑 音電界強度測定器(1件)の

性能試験の委託を受け,国 際無線障害特別委員会(CISPR)規 格による試験

を実施した。


